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「これからのテレビ」を巡る
動向を整理する Vol.9
～ 2016 年 5 月－10 月～

メディア研究部  村上圭子

通信放送融合時代のテレビを取り巻く動向を可能な限り網羅的に把握し，俯瞰して論考する不定
期のシリーズ。本稿のVol.9では2016年 5月から10月までを取り上げる。

2016年 9月，総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」の「第一次取りまとめ」が公表され，社
会環境が大きく変化する中，視聴者視点で放送を巡る諸課題を解決していく必要があることが示さ
れた。それを受け，情報通信審議会に「視聴環境の変化に対応した放送コンテンツの製作・流通の
促進方策の在り方」が諮問され，検討委員会で放送の同時配信等を進める際の課題についての議論
が開始された。またNHKでは11月末から2度目の同時配信の実験を開始する。今回は見逃し配信も
同時に行う予定である。海外に比べ，地上波放送のネット配信が遅れてきた日本だが，ようやく一
歩前に動き始めてきたようである。ただ，具体的にどんな形でサービスを提供していくのか，ビジ
ネスモデルをどう構築するのか，受信料との関係をどう考えていくのか等はこれからの議論である。

本稿では，揺れ動く日本の動画配信の現状を再確認し今後を展望するため，英米のメディア動向
にも視野を広げて比較考察した。

はじめに

2016年10月は，“放送サービスの高度化”
という総務省の施策において，大きな動きが
相次いだ。まず4K・8Kである。総務省が定
めたロードマップ 1）では，2018年からの衛星
基幹放送 2）の実用放送開始が明記されている
が，10月19日，チャンネル免許の申請をし
た民間事業者の顔ぶれが公表された 3）。まだ
申請の段階であるため，この顔ぶれのまま決
定されるわけではない。だが，4K・8Kを放
送サービス高度化の柱としてオールジャパ
ンで推進していくと決定した 4）2013年から3
年，「新たな投資ばかりでビジネスモデルが
成り立たない」「わざわざ放送波で伝送しな
くても通信で十分ではないか」等の消極的な
意見が事業者間で交わされてきたが，結果と

して放送事業者 9社，プラットフォーム事業
者 1社の計 10社が名乗りを上げたというのは，
大きな出来事であると言っていいだろう。

もう1つは，同じく10月 19日，情報通信
審議会（以下，情通審）の情報通信政策部会
に「視聴環境の変化に対応した放送コンテン
ツの製作・流通の促進方策の在り方」が諮問
され，検討委員会の設置が決まったことで
ある 5）。動画配信市場が拡大し，若者を中心
にテレビ離れが進む中，放送コンテンツのイ
ンターネット（以下，ネット）配信，特に同
時配信を促進させていくため，2018年 6月を
めどに最終答申をまとめるというスケジュー
ルが打ち出され，新聞各紙には「2019年に同
時配信解禁」等の見出しが躍った 6）。日本は
欧米に比べ，ネットによる放送の同時配信
の取り組みが遅れていることが今回の諮問
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こうした放送サービスの高度化に関する動
向は，先に触れた諸課題検が9月に「第一次
取りまとめ 12）（以下，取りまとめ）」を公表し
たことを契機に，一気に加速化した感がある。
取りまとめでは，新サービスを普及させてい
くための制度面での課題や新サービス展開に
伴う視聴者利益保護等の課題を，視聴者視点
で解決していく必要性が強調されている。放
送サービスの高度化にかける総務省の意志が
窺える内容である。しかし，この取りまとめ
からは，総務省がこれまで頻繁に使ってきた
放送サービスの高度化というキーワードその
ものが姿を消しているのは興味深い。

もっとも，もともと“放送サービス”について，
総務省は特別な定義をしていない。取りまとめ
で放送サービスの高度化の代わりに“新サービ
ス”というキーワードが多用されているのは，取
り上げるテーマが，放送サービスと呼ぶにはい
よいよ無理があると考えたのかもしれない。た
だ，取りまとめを読む限りは，意味するところ
は近いようにも思える。つまり，かつて“放送
サービスの高度化”としていたものを取りまとめ
で“新サービス”として論じていることそれ自体
は些末なことかもしれない。しかし，2つのキー
ワードの違いは案外重要な意味を含んでいる，
少なくとも本稿で考察するに値すると筆者は考
えており，ここで少し考察しておきたい。

筆者は2012年から，テレビ，放送に関連す
る新たなサービスを網羅的に整理し，分類を
試みてきた。通信放送融合の状態が進むにつ
れ，これまでなんとなく社会全体で共有され
てきた，いわゆる，“テレビ”という概念や，“放
送”というイメージが揺らぐ中，筆者は，増
大する定義しきれないサービス全てを“新サー
ビス”と仮置きし，その全体像を俯瞰するこ

の背景にある 7）。実のところ，民放について
は，放送法上で規制されてはいない 8）。だが，

「配信コストを回収できるようなビジネスモ
デルが描けない」「キー局の番組を多く流し
ているローカル局はどうするのか」等の消極
的な意見が民放内に多くみられる。一方で，
NHKは放送法の制約がある中，「公共メディ
アへの進化」を掲げて積極的に同時配信の
実験を進めている 9）。こうした民放やNHK，
更にはコンテンツ制作者，権利団体等が一堂
に会して今後のサービスのあり方，課題の解
決に向けて議論する場が設けられたことは画
期的な一歩と言えるだろう。

この他にも10月4日には，2015年から総務
省で開催されている「放送を巡る諸課題に関
する検討会（以下，諸課題検）」の下に，視聴
環境分科会の「視聴者プライバシー保護ワー
キンググループ 10）」が発足した。ネットに接
続したテレビを通じて事業者が取得可能な視
聴履歴を活用していくため，従来，総務省の

「放送分野ガイドライン 11）」が定めていた内
容を改正個人情報保護法の下でどう改正して
いくかが，2016年度内の取りまとめに向けて
急ピッチで検討されている。これは，総務省
がスマートテレビを活用した放送サービスの
高度化に取り組む上でかねてより重要視して
いたものである。ネットでの行動履歴が当た
り前に活用される時代に，テレビ番組の視聴
履歴をどう取り扱っていくのか，具体的には，
長らく一方向に番組を送ってきた放送と双方
向にやり取りされているネットの技術的な違
いが，テレビ端末に対する特別な取り扱いの
理由になるのか，テクニカルな議論に陥りが
ちなテーマだからこそ，分かりやすく，万人
に開かれた議論を期待したい。
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とで，“テレビ”“放送”の新たな役割や存在
意義を捉え直そうとしてきた。なぜなら，こ
うした認識なくしてはどのような法制度のあ
り方が望ましいのかがみえてこないし，放送
事業者が今後，メディアとしてどう進むべき
かもみえてこないと考えたからである。言い
換えれば，新サービスのうち，そのどこまで
を放送サービスの高度化と捉え，それに対し
どう特別に位置づけて政策として取り上げ推
進していくのか，そしてその根拠は法令なの
か，ガイドラインなのか，それとも民と民の
契約による事業者の自主性に任せるのかが曖
昧になってしまうのではないかという危惧で
ある。住宅の建て増しのような政策，新技術
に飛びつく場当たり的な新サービスでは，通
信と放送とがますます技術的に融合していく
状況の中で，本質的な軋みが更に大きくなる
ように思えるのである。

本シリーズでは，通信放送融合時代のテレ
ビ，放送を取り巻く動向を可能な限り網羅的
に把握し，俯瞰して論考するため，国内の最
新動向を整理してきた。しかし，2016年10
月以降，加速する総務省での議論を多角的に
検証し，今後の日本のメディアのあり方を見
定めていくため，歴史的視点やグローバルな
視点，制度的な視点も加えていく必要がある
と考えている。本稿ではその第 1弾として，
日本の新サービスの変遷をまず振り返り，次
に複雑化する動画配信の現状について，イギ
リス，アメリカとの比較によって再認識した
いと思う。なお，本稿が対象とする2016年 5
月から10月の最新動向については，主に3章
で触れると共に，主な新サービスの動向をま
とめた一覧表 13）は，分類表と共に本稿の最
後に示した。本文と併せて参照されたい。

1.テレビの“拡張”？“溶解”？
～新サービスの変遷を確認する～ 

まず本章では，筆者が整理してきた2012年
から今日までの新サービスの変遷を駆け足で振
り返り，その中で，“テレビ”“放送”がどう位
置づけられてきたのかをみていく。

2012年は，衛星の多チャンネルの追加や
マルチメディア放送 14）の開始といった，放
送波による新サービスの開始が相次いだ年で
あった。また，放送事業者主導で，スマート
フォン（以下，スマホ）をセカンドスクリー
ンとして，放送中の番組と連動させるサービ
スも多く登場した。総務省による「放送サー
ビスの高度化に関する検討会 15）（以下，高度
化検討会）」が開始されたのもこの年であった。
高度化検討会では，4K・8Kおよびハイブリッ
ドキャスト 16）を放送サービスの高度化と位
置づけ，オールジャパンで推進することが提
言された。当時，既にテレビメーカーでは，
テレビをネットとつながる家庭の端末の中心
に据え，番組視聴以外の目的に積極的に活用
していこうというスマートテレビサービスを
開始していた。しかし高度化検討会では，そ
のメーカーのサービスと，番組連動やデータ
活用等，放送事業者が主導で進めていくハイ
ブリッドキャストサービスとをあえて切り分
け，後者を「次世代スマートテレビ」と位置
づけ，これを放送サービスとして推進すべき
という議論が行われた。このころは，放送波
によるサービス，リアルタイム放送と同期す
るネットサービス，放送事業者が実施するサー
ビスを総称して放送サービスとみなし，その
高度化を政策としていかに支援していくかが
模索されていた時期であったように思う。
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しかしその後，状況は大きく変わってくる。
2013年ごろからの動画配信サービスの急速な
進展である。この新サービスには当然ながら放
送波は使われていない。テレビ端末も，ネット
接続率の低い日本の場合は脇役である。そし
て事業者には放送事業者以外の多様な主体が
参入してきた。通信ネットワークのインフラを握
る通信事業者，モバイル端末のOS17）部分を握
る事業者，複数の事業を行う傍らで映像サー
ビスを行うOTT事業者 18）らの存在が次第に大
きくなり，事業者同士の協業も増え，現在，市
場はプラットフォーム競争さながらの様相を呈し
ている。扱うコンテンツも多様になり，サービ
スの形態も，これまでの都度課金（T-VOD）や
定額制（以下，S-VOD）に加えて，放送後 1週
間程度番組を無料で見逃し配信するもの，ライ
ブ配信 19），同時配信 20）と多様化し，これらが
融合し，更に非映像コンテンツも加わったマル
チコンテンツサービスの時代へと突入している。
そして現在は，筆者が作成する新サービスの一
覧表（文末に掲載）の7割近くが，こうした動画
配信の動向で占められるようになっている。

本稿が対象とする2016年の4〜10月で言え
ば，リオデジャネイロ五輪（以下，リオ五輪）
の取り組みが記憶に新しい。NHKはネット
を通じて，同時配信を約50時間 21），見逃し
配信を約3,300時間，放送では扱わない競技
のライブ配信を約2,500時間実施した。ライ
ブ配信は4年前のロンドン五輪の2.8倍であっ
た。また地上波民放 132局によるgorin.jp 22）

でも，ロンドン五輪の5.7倍にあたる約2,300
時間のライブ配信を実施した。

リオ五輪の他に事例をあげるなら，4月に
サービスを開始したAbemaTV 23）の急速な広
がりであろう。AbemaTVは，ブログの運営

やネットゲームの開発を行うサイバーエー
ジェント（以下，サイバー）とテレビ朝日（以
下，テレ朝）が協業して興した会社が“イン
ターネットテレビ局”を標ぼうして開始し
た，同時配信でもVODでもない，24時間配
信を完全編成で実現するライブ配信サービス
である 24）。順調にアプリのダウンロード数を
伸ばし，11月2日，1,000万件を突破した 25）。
AbemaTV開始の半年前に在京民放キー5局
がサービスを開始した地上波放送の無料見逃
し配信のポータルサイト，TVer 26）のダウンロー
ド数が10月現在で350万件程度であることと
比べても，普及のペースの速さが分かる。

以上のように進展する動画配信サービスと，
“テレビ”“放送”との位置関係をどう捉えてい
くのかは難しい問いである。メディアコンサル
タントの境治氏は，先日発売した著書で，こう
した昨今の状況を「拡張するテレビ」27）と捉え
ている。確かに，放送事業者が放送波を通じ
てテレビ端末に番組を届けるシステムとして完
結していたかつての“テレビ”の時代と比べると，
視聴者が映像コンテンツに接することができ
る機会は格段に増えている。また，ネット上の
制作者と視聴者，視聴者同士のコミュニケー
ション空間の構築も確実に進んでいる。ただ，
この状況を，“視聴者がテレビとして”必ずしも
受け止めているわけではないようでもあり，もし

“ユーザーがメディアとして”受け止めていると
すれば，様相は随分と違ってみえてくる（図1）。

そもそも，“視聴者”か“ユーザー”か，とか，
“テレビ”か“メディア”か，とか，“番組”か“コ
ンテンツ”か，等を特に意識しなくても映像を視
聴できるのが昨今の状況である。そう考えると，
映像コンテンツを視聴する側からすれば，現状
は“テレビ（概念）の拡張”ではなく，“テレビ（概
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図 1　新サービスと“テレビ”

念）の溶解”の状況にあるようにも思える。
更に言えば，伝送路が“放送波”か“通信”

かを問わざるを得ないのは，法制度を預かる
総務省であり，それを前提にビジネスモデル
を構築してきた放送事業者である。その事情
が故に，今後，総務省もしくは放送事業者が，
放送波を使わない，もしくはテレビ端末以外
に向けたサービスを“放送サービス”と位置
づけて，そのことの社会的合意を取りつけよ
うとするのであれば，法制度上の相応の論理
と丁寧な説明が求められることになるだろう。

2. 英米の動画配信の現状
～地上波放送を中心に～

ここからは，新サービスの中で最も大きな
存在感を持つ動画配信について，イギリスと
アメリカの動向をみていく。両国では制度的

な違いはあるものの，これまで長らく
映像文化をリードし，多くの人に視聴
されてきた地上波放送をネットで視聴
できる環境が整っている。一方，日本
ではこうした取り組みはなかなか進ん
でこなかった。両国の動向から，何を
学ぶべきだろうか。

図 2・図 3は，両国の主な動画配信
サービスの変遷および現状について，
地上波放送を中心に整理したものであ
る。海外の動画配信事情については多
くの報告や研究がなされているため 28），
筆者の作業はあくまで日本の現状認識
を深めるための俯瞰作業の一環である
ことを予め断っておく。

2-1　イギリス：拡張する“テレビ”
イギリスの地上波放送には，公共放送 BBC

と非営利法人が運営するChannel 4，商業
放送局のITVとChannel 5 がある。この他，
ウェールズ語とゲール語の局もある。BBCは受
信許可料，それ以外の局は無料広告モデルで
運営されており，比較的日本と近しい放送視
聴環境にあると言える。

ただ，法制度は日本とは大きく異なってい
る。イギリスの場合，まず大前提として，電
気通信と放送の分野が同じ放送通信法という
基本法令となっており，独立規制機関も同じ
Ofcomが担っている。そしてこの放送通信
法が制定された2003年と同じ年に著作権法
で放送の定義に関する規定が見直され，ネッ
トによる同時配信を放送と同等に扱う改正が
行われている 29）。　

地上波放送のネット配信が開始されたのは
約 10年前である。BBCもそれ以外の局も，同
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時配信および見逃し配信を，視聴する側に追
加の料金が発生しない“無料視聴モデル 30）”で
パッケージ提供している。iPlayerでテレビ
計 8チャンネル 31）を提供するBBCをはじめ，
各局単独でサービスを展開しているが，同時
にFreeview PlayerやYouviewといったチャ
ンネル共通プラットフォームを放送事業者が協
力して構築している。その結果，視聴する側
はネット上において，テレビで放送を視聴する
のと近しい感覚で地上波チャンネルを視聴す
ることが可能になっている。また，現在は各
局とも見逃し番組は放送後 30日間提供してい
る。そのこともあり，S-VOD 等の有料の動画
配信サービスについては，各局とも後述する
日本の在京キー局ほど，積極的な展開は行っ
ていない。

ところで，動画配信は放送波による伝送と
異なり，ユーザーが増えアクセスが増えるほ
ど，コストが増大する。特に同時配信では一
定時間帯にアクセスが集中しトラフィックが
急増することがある。こうした配信コストの
負担に，無料視聴モデルで実施するイギリス
各局はどう対処しているのか。

BBCはiPlayerの配信コストについては開
示していないが，ネットサービス全体の配信
コストは毎年明らかにしている。2015-2016
年度は3,790万ポンド，日本円にして約 50
億円 32）である。BBCはネットサービスが放
送と同じ本来業務のため，このコストを含
め，ネットサービス全体の予算 431億円が原
則として受信許可料で賄われている。また，
iPlayerによる視聴は，2016年 9月以前は同

図 2　英・米の動画配信サービスの変遷
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時配信を視聴する場合に限り，テレビ
視聴の場合と同様に，受信許可料の支
払いを求められてきたが，現在はそれ
まで対象外だった見逃しおよびVOD
視聴のみの利用者もその対象に加えら
れている。また，現在は iPlayerの利
用にログインが不要なため，実態とし
ては受信許可料を支払っていない人も
視聴できているが，2017年 2月からは，
BBC IDを入力する機能が新たに設けら
れることが発表されている 33）。今後，テ
レビ端末を持たず，モバイルでネット配
信のみを利用する若年層が増えていくこ
とが予見される中，増大するであろう
配信コストを，受信許可料をより確実に集め
ることで賄っていくための布石であるとも言
えよう 34）。一方，若者向けチャンネルである
BBC3については，2016年から放送をやめて
ネットのみの配信に切り替えている。

一方，BBC以外の地上波局では，見逃し
配信について，広告を放送時とは異なるもの
に差し替えることでマネタイズが図られてい
る。ユーザーの属性や嗜好に応じた広告が実
現できるため，差し替え前より高い価格で取
り引きを行うことができているそうである。
同時配信でも一部の広告差し替えの動きが進
んできているという 35）。

以上のようにイギリスの地上波放送では，
公共放送の受信許可料モデルにおいても，商
業放送局等のビジネスモデルにおいても，10
年前というかなり早い時期から，“無料視聴
モデル”で同時配信および見逃し配信を提供
する道が模索されてきた。その道のりがあっ
たからこそ，通信放送融合が進んだ今日にお
いても，ネット上にも“テレビ”“放送”の概

念，イメージを拡張させることに成功してい
ると言えよう。

2-2　アメリカ：溶解する“テレビ”
アメリカは公共放送PBSの規模が小さく，

また，4大ネットワークと呼ばれる地上商業
放送局については，現在，8割強の世帯がケー
ブルテレビや衛星放送の有料多チャンネル
サービスに加入して視聴している。もちろん，
アンテナから直接受信すれば地上波放送を無
料で視聴することができる。しかし，受信で
きる世帯が限られており，そのためケーブル
テレビ等による視聴が基本になってきたとい
う歴史的経緯から，アメリカでは地上波放送
も有料という感覚が強い。これはイギリスや
日本とは大きく異なる点である。

また権利処理については，アメリカはもとも
と番組の制作にあたり，二次展開等も含めた
オールライツ契約で行われることが大半であ
るという36）。そのため，イギリス以上に放送
番組のネット配信のハードルは高くないようだ。

図 3　英・米の動画配信サービスの現状

イギリス アメリカ
地上波放送 無料 有料

同時配信

見逃し配信 無料
（BBC以外は広告差し替え）

有料・一部無料
（広告差し替え）

プラット
フォーム

●自社（iPlayer等）
●BBC・商業放送局等の
 共通ポータル
●OTT

（BBC・商業放送局等共通）
→BBC中心に地上波放送
   横並び

●ケーブルテレビ各社の
TV Everywhere経由

●OTT（自社展開含む）
→各事業者が多様に提供

有料
多チャンネル

契約世帯は約5割
→上昇傾向

契約世帯は8割強
→減少進行
→ミニパックやスポーツ等   
   に特化した配信サービスへ

S-VOD

国民の約2割が
Netflix，Amazonと契約

国民の約 5 割が
Netflix，Amazon，Huluと
契約

→Netflix，Amazon以外の
   事業者は，チャンネル配信
   パックの新サービスに？

ほぼシームレスに提供
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アメリカでもイギリスとほぼ同時期から，地
上波放送のネット配信が開始されたが，アメ
リカの場合，同時配信ではなく，無料見逃し
配信がまず模索された。2006年から各局で
取り組みが開始され，2008年からは ABC，
NBC，FOXが共同出資して設立したHuluが
サービスを開始。ちなみに現在はS-VOD 事業
者であるHuluだが，当初は広告モデルによる
無料サービスでのビジネスを志向していた。

こうした動きとほぼ時期を同じくして存在感
を高めてきたのが，S-VODサービス事業者の
Netflixである。高額だと批判の声が多かった
ケーブルテレビ視聴モデルを，コードカッティ
ング，コードシェービング，コードネバー37）とい
う造語が作られるほど大きく変革したという
のは周知の事実であろう。同時にこのNetflix
の台頭は，多様な事業者による地上波放送チャ
ンネルの同時配信や見逃し配信サービスを生
み出すことにもつながっていった。

地上商業放送局に大きな変化があったのは
2014年である。ABCとNBCは，既に有料多
チャンネル事業者が契約者向けに開始してい
たモバイル向けの同時配信と見逃し配信サー
ビスのTV Everywhereに参加を決めた。一
方CBSは，単独で同時配信と見逃し配信を
有料サービスで開始した。これらのネットワー
ク加盟局では，CBSなどが出資して設立した
Syncbakという地域限定配信システムを活用し，
配信についても放送対象地域と同じ地域に対
して行うことで，各局のビジネスモデルを維持
しているという。

また，チャンネル数を絞り込むことで，これ
までケーブルテレビ事業者等が提供してきた
有料多チャンネルサービスに比べて安価な
サービスを実現する，スキニーバンドル，ミ

ニパックと呼ばれる配信サービスを実施する
事業者も増え，その中に地上波チャンネルの
同時配信や見逃し配信が入るケースも増えて
いる。2015年に登場したPlayStation Vueも
その1つである。

こうした動きがVOD事業者にも飛び火し
始めているのがアメリカの最近の動向である。
その1つが先に述べたHuluである。Huluは
Netflixの台頭を受け，無料見逃しサービス
に加えてS-VODサービスも併せて展開して
きたが，2016年 8月，8年間続けてきた無料
見逃しサービスを終了するとの報道がなされ
た。同時に2017年からは，地上波チャンネ
ルを含んだ有料同時配信サービスの開始を模
索しているという。また，2015年にS-VOD
サービスに参入したYouTubeも，2017年か
らは地上波チャンネルを含んだ同様の配信
サービスを模索している。S-VOD市場にお
いてNetflixとAmazonの存在感が強まる中，
新たなステージでの競争が始まっている。

ここまで地上波放送のネット配信をみてきた
が，アメリカでは更に大きな変革が起き始めて
いる。10月には通信事業者AT＆Tの子会社
であるDirecTVが衛星放送事業から撤退し，
今後は配信サービスのみを行うということが報
じられた。また，スポーツのライブ中継の分
野では，フェイスブックやツイッター，ヤフー
等の事業者がプロリーグや競技団体と組んで，
無料広告モデルでの配信サービスに続 と々乗
り出している。このことに象徴されるように，
アメリカの映像サービスは放送波から通信ネッ
トワークへ急速に移行している。また通信ネッ
トワークも，有線よりも無線の利用が主流になっ
ていきそうである。今後は，更に市場におけ
る通信事業者や配信事業者の存在感が増し，
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地上波放送事業者自身が単体で配信サービス
のイニシアチブを握ることは難しくなっていくで
あろう。そうなると，いかに多くの，そして力
のあるプラットフォームと組んで自らのチャンネ
ルを露出させられるか，というBtoBモデルが
ビジネス戦略の主な関心事となってくるように
思われる。アメリカでは既に，ネット上で“テレビ”

“放送”の概念やイメージは溶解していると言っ
ても過言ではない。その代わり，配信ファース
トで新たなチャンネルやコンテンツの枠組みが
次 と々生まれており，それがテレビでも放送で
もない新たなメディアを形作り始めている。

3.日本の動画配信の現状を再確認する
～英米との比較から～

日本の動画配信については，本シリーズで
もこれまで最新動向を中心に取り上げてきた。
本章では，前章で触れた英米の動向と比較し
ながらみていくことで，改めて日本の動画配
信の現状を捉え直し，今後を見据えたい。

3-1　モバイル放送の功罪
図4は，日本の主な動画配信サービスの変

遷を，地上波放送を中心に示したものである
（T-VODや小規模なS-VOD，動画共有サイト
等は除く）。英米の図 2 と見比べて一目で違い
が分かるのが，2006年から開始されたモバイ
ル向け地上デジタルテレビ放送，ワンセグ 38）の
存在である。本シリーズのVol.8 39）でも記したが，
日本ではイギリスやアメリカよりも早くから，携
帯端末で地上波放送のチャンネル全てを視聴
できる環境が整っていた。当時の通信回線の
速度を考えると，画質はテレビ端末には劣るも
のの，放送波で安定的に個々の携帯端末上で

地上波放送チャンネル全てを視聴できるワンセ
グは，イギリスBBCのiPlayerにも決してひけ
をとらない，むしろ先進的なサービスであった
と言えよう。放送事業者にとっても，伝送コス
トが追加で発生せず，大量のアクセス集中によ
るネットワーク負荷の心配も要らず，新たな権
利処理も要らない，まさに三拍子そろった理想
の放送サービスであった。しかし，その普及の
シナリオは，携帯端末を提供する国内の大手
通信キャリアがチューナー搭載を進める協力が
あってはじめて成り立つものであった。それが
故に，ユーザーの所持するモバイル端末が携
帯からスマホへと移り，チューナーが搭載され
なくなると，サービスは一気に先細りしてしまう。
これはチューナー依存，端末頼みにならざるを
得ない放送サービスの宿命であった。

3-2　なぜ同時配信は
        実施されてこなかったのか？

しかし，視聴されにくくなったワンセグに
代わり，同時配信サービスを実施しようとい
う事業者は現れなかった。なぜだったのだろ
うか。イギリスと比較すると，その理由が理
解しやすい。

BBCは前章で触れたとおり，放送もネット
活用も公共放送の本来業務とされているが，
NHKではネット活用は放送の補完業務という
位置づけである。放送法ではNHKのネット業
務を限定的にしか認めておらず，ネットの社会
基盤化に伴い，徐々に拡充されてきたというの
が日本での経緯である。同時配信については，
2015年の改正放送法まで認められてこなかっ
た 40）。現在も常時同時配信することは認められ
ていない。

では民放はどうか。民放には，同時配信に
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ついて放送法上の制約はない。しかし，ビジ
ネスモデルが成り立たなければサービス実施
には踏み切れない。イギリスの商業放送局等
の場合，前述したように，同時配信だけでは
ユーザーが少なく，コストの回収は難しいが，
見逃し配信をパッケージで実施し，広告を差
し替えることでマネタイズにつなげてきた歴
史がある。しかし日本の民放の場合，次項で
詳しく述べるが，無料見逃し配信にも実施で
きない事情があった。そのこともあり，結果
として同時配信も実施されてこなかったので
ある。現在も地上波民放では，チャンネルま
るごとの同時配信は東京メトロポリタンテレ
ビジョンが実験として行っているのみである。

この他，日本で同時配信の実施が困難な理
由として権利処理上の課題があるというのが，

放送事業者側の主張である 41）。この点は4章
で改めて述べたい。

3-3　なぜ無料見逃し配信は遅れたのか？
日本は同時配信だけでなく，無料見逃し配

信の実施についても英米に大幅に出遅れてい
る。日本での見逃し配信は，NHKも地上波
民放も，放送後一定期間を過ぎたアーカイブ
配信と共に有料で実施されてきた。民放各局
が無料のサービスを開始したのは，英米の
開始から5年以上遅れた2014年からであり，
NHKは今も有料のままである。なぜこれほ
ど遅れたのか。これについても，NHK，民
放それぞれの事情がある。

NHKについては，実は 2008年からVOD
業務を開始するにあたり，BBCのように見逃

図 4　日本の動画配信サービスの変遷
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し配信を追加料金なしの“無料視聴モデル”
とするかどうか，という議論があった。しかし，

「通信・放送の在り方に関する懇談会（通称，
竹中懇）」で受信料とは会計分離した有料サー
ビスと位置づける方針が示され，放送法改正
を経て，見逃しもアーカイブも共に有料配信
で実施する今日のNHKオンデマンドのスタイ
ルが誕生したのである 42）。サービス開始前に
開催されたNHK 経営委員会では，本当に有
料モデルで普及するのか，なぜ BBC が無料
なのにNHKは有料なのか，との意見が委員
から相次ぎ，それに対しNHKからは，「将来
的には『見逃しサービス』というものを，例え
ば無料のサービスに順次移していくことも当
然考えられます」との回答がなされている 43）。

一方民放は，制度上の縛りがあるNHKとは
違い，英米のような無料広告モデルによる見逃
し配信を早期に実施する選択もあり得たはずで
ある。しかし日本では，リアルタイム視聴率が
広告取り引きの唯一の指標とされ続け，英米の
ように 44）見直されてこなかった背景があり，少
しでもそれを毀損するおそれのあるサービスの
実施に消極的であった。若者のテレビ離れが
進み，ネット上に違法動画が氾濫するようになっ
て，ようやく無料見逃し配信に対する重い腰を
上げたのが2014年であった。見逃し配信はリ
アルタイム視聴を毀損せず，むしろ視聴誘導に
つながっているというイギリスの経験が業界内
で共有されたことが，サービス開始の1つの契
機となった。

3-4　Netflix，Amazonの影響は？
以上のように，それぞれ事情は異なってい

たものの，NHKと民放は放送番組のネット展
開を足並みを揃えて有料サービスで進めてい

くことになった。アメリカのHuluの日本事業
を買収した日本テレビ（以下，日テレ），自局の
VOD サービスのFODを拡張し，マルチコン
テンツ配信サービスを展開するフジテレビ（以
下，フジ）など，積極的にプラットフォーム事
業に乗り出す局も出始めた。

2015年には“黒船”と騒 がれた Netflixと
Amazonが日本でサービスを開始したが，現時
点では，英・米ほど大きく契約者数を伸ばして
いるという状況は窺えない 45）。確かに地上波
民放は，コンテンツプラットフォーマーとしては
両社と競合する側面がある。しかしそれ以上
に，コンテンツプロバイダーとしてオリジナル作
品の制作や海外展開のパートナーとしての関係
を構築しつつあるのが今の状況である。特に
フジは積極的である。NetflixもAmazonもア
ニメやドラマ等，日本の映像コンテンツの海外
における市場価値を高く評価しており，地上波
民放以外とも積極的にオリジナルコンテンツ制
作を行い，2016年に入ってからは次 と々新作を
発表している 46）。このことは，時に理不尽な契
約関係の下で放送事業者の下請けとして働くこ
ともあった制作会社や，系列の在京キー局に販
売することに主眼をおいて番組の制作をしてき
たローカル局，地域番組の海外展開に熱心に
取り組んできたケーブルテレビ事業者等にとっ
ては大いなるチャンスである。少なくとも現時
点においては，両社の参入は日本の映像コンテ
ンツ業界全体の活性化につながっていると言え
るだろう。

ただイギリスでは，豊富な資金力を武器に，
人気書籍のドラマ化の権利を獲得したり，番組
を二次展開するため独立プロダクションを傘下
に入れたりする等，アメリカOTT事業者によ
る権利の囲い込みも始まっている 47）。こうした中，



13DECEMBER 2016

イギリス国内でも対抗できるような強いS-VOD
事業者を立ち上げる必要があるのではないかと
の議論が起きていると報じられている 48）。非英
語圏の日本で同様のことが起きるのかどうかは
分からない。ただ，番組制作環境の一層の健
全化や，配信サービスにおける日本コンテンツ
の効果的な海外展開戦略の構築は，すぐにで
も取り組まなければならない課題であるに違い
ない。そして今後は，現在国内に相当数ある
S-VOD事業者の整理統合の動きも活発になる
かもしれない。

3-5　本格化する日本版TV Everywhere
先に述べたように，日本では地上波放送の

同時配信サービスが実施されてこなかったため，
ネット上では，番組表等に従って編成されたコ
ンテンツが決まった時間に配信される，いわゆ
るリアルタイム配信 49）サービスが空白とも言え
る状態が続いてきた。こうした中，2016年になっ
て相次いで様々なリアルタイム配信サービスが
開始されている。

既存の放送事業者の中で積極的に動き始め
たのが，有料多チャンネルサービスを提供する
ケーブルテレビや衛星放送のプラットフォーム
事業者，IPTV事業者である。これらの事業
者は2011年ごろから，契約している世帯にモ
バイル端末でも多チャンネルの配信サービスを
行う，アメリカのケーブルテレビ事業者のTV 
Everywhereに類似したサービスの提供を進め
てきた。その後，配信サービスのみでも契約
ができるよう取り組みを進める事業者も出てき
たが，あくまでも契約世帯へのモアサービスと
いう色彩が強く，視聴できるチャンネル数も限
られていた。しかし，2016年 5月にはJ:COM
が，ネットサービスのみを契約している世帯に

も配信サービスの対象を拡大したり，6月には
IPTVサービスのひかりTVが，10月には衛星
放送のプラットフォーム事業者であるスカパー
JSAT（以下，スカパー）が配信サービスを大幅
リニューアルしたりしている。中でもスカパーは，

「インターネット上にスカパー! を出現させる」を
コンセプトに 50），スカパー! オンデマンドの視聴
可能チャンネルを50に拡大し，アプリのデザイ
ンもほぼ新しくした。放送の契約が減少に傾き
つつある中，ネット配信サービスのみの契約も
増やしていこうというねらいである。今後は視
聴履歴等を活用し，個 人々に最適化されたサー
ビスも積極的に行っていくとしている。

3-6　ライブ配信サービスの台頭
①有料スポーツライブ配信

有料多チャンネル事業者をこうした動きへと
駆り立てた要因の1つとも言えるのが，2016年
に相次いで開始された，スポーツコンテンツの
有料ライブ配信サービスである。3月にはソフト
バンクが，8月にはイギリスのスポーツデジタル
コンテンツ事業者のパフォーム・グループ（以下，
パフォーム）がサービスを開始している。ソフト
バンクのスポナビライブはプロ野球や大相撲等
8種類の競技をライブやVODで視聴でき，毎
夜オリジナルのスポーツニュースも配信している。
ソフトバンクのユーザーであれば月額500円で
利用でき，11月末までは，視聴するのに通信料
がかからない，いわゆるゼロレーティングサー
ビス 51）も実施している。ちなみに非ユーザーが
このサービスを利用するには月額3,000円かかる。
つまり，このサービスはソフトバンクが契約獲
得のために開発したという側面も大きく，映像
コンテンツのビジネスモデルに閉じてはいない。

もう一方のパフォームは，サービス開始前の



14 DECEMBER 2016

7月に，Jリーグのネット放映権を10年間で2,100
億円という巨額で契約したことが大きな話題を
呼んだ。サービス名称は，アスリートとファン
をつなぐゾーンという意図で名づけられたとい
うDAZN。月額 1,750円で，Jリーグの他，メ
ジャーリーグやカーレースのF1等，多彩な競技
9種類をライブやVODで視聴することができる。

こうした相次ぐスポーツコンテンツのライ
ブ配信サービスの登場は，これまで放送事業
者が“放送ファースト”で権利交渉をしてい
たスポーツコンテンツの市場に，豊富な資
金力を持つ通信事業者や配信事業者が“配信
ファースト”で参入してきたことを意味して
いる。このことは，今後，権利料の高騰にど
こまでつながり，放送や配信のビジネスモデ
ルにどのような影響を与えていくのだろうか。

これまで各放送事業者の間では，地上波放
送はポピュラーな競技の重要なタイミングで
の試合，それ以外の全試合はBS民放の無料
放送，ローカル局は地元が本拠地のチームの
試合を，そしてコアな競技はNHK-BSや有料
多チャンネル放送と棲み分けのようなものが
できてきていた。しかし，ライブ配信の台頭は，
こうしたスポーツ放送の現在の状況を変えて
いく可能性がある。少なくとも，スポーツチャ
ンネルを牽引力として有料多チャンネルサー
ビスを展開してきた事業者は，直接的な影響
があり打撃を受けかねない。

もちろん，今後テレビが4K化していく中で，
スポーツこそ家庭のテレビの大画面で視聴し
たいというニーズは，より高まると予想される。
しかし，スマートテレビによる視聴や，モバイ
ルの映像をWi-Fiを介してテレビ端末に表示
させる仕組み 52）がより簡易に行えるようになっ
ていけば，また，録画に代わるダウンロードサー

ビスが出てくれば，単に放送サービスである
ということだけで差別化を図ることは難しくなっ
てくるかもしれない。

更に，スポーツコンテンツのライブ配信には，
連動した様々なビジネスの可能性も秘められて
いる。試合のチケットの予約や関連するグッズ
の販売等はもちろん，競技場でリアルに試合
を観戦しながらのライブ配信視聴，スタジア
ム内で配信されるVR53）等の様々な映像やデー
タ分析を組み合わせたサービス提供，いわゆ
るスマートスタジアム事業も本格化してきてい
る。パフォームはNTTとこうした事業での提
携を発表しており54），ソフトバンクも自身の球
団のスタジアムでLTEを使った動画配信実験
を始めている 55）。モバイルというパーソナル端
末，スポーツという強力なライブコンテンツ，
競技場という地域，これらを動画配信サービ
スがつないでいく，三位一体型の全く新しい
タイプのビジネスが生まれてくるかもしれない。

このように，スポーツコンテンツのライブ
配信サービスには，今後，業界や地域ビジネ
スを変革する可能性がある。動画配信サービ
ス単体の動向のみではなく，その周辺で起き
てくる事象も含めて注目していきたい。

②無料広告モデル“AbemaTV”

もう1つ，2016年 4月，ネット上に忽然と現
れたライブ配信サービスが，1章でも触れた
AbemaTVである。現在，ニュース1チャンネ
ルを含む自社オリジナル制作 3チャンネル，5つ
のアニメチャンネルの他，釣り，麻雀，海外の
ドキュメンタリーチャンネル等，幅広いジャンル
の約30チャンネルが無料で提供されている。

いずれのチャンネルも番組表に従って配信さ
れているが，その大半が，配信のために制作，
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もしくは再編成されたオリジナルチャン
ネルである。それらのチャンネルと同
列に，ユーザーが開設する1,400 56）の
ライブ配信チャンネルを束ねるプラット
フォーム 57）が並んでいる。アメリカで
は多くのOTT事業者が，複数の放送
チャンネルを束ねた同時配信サービス
を手がけているが，AbemaTVのよう
な“インターネットテレビ局”的なサー
ビスは日本独特のモデルであろう。

サイバーとテレ朝の協業モデルの
ため，当初は他系列の民放からの番
組供給は困難ではないかとみられて
いたが，現在はテレビ東京や関西テレビ，サ
ンテレビ等の局から積極的にアニメやドラマ
等の番組を購入している。また7月からは広
告の販売も開始した。ネットでは一般的な，
ユーザーごとに挿入する内容を変えるターゲ
ティング広告ではなく，同じチャンネルを視
聴しているユーザーには同じ広告が表示され
るという，テレビそのままの仕組みをとって
いる 58）。広告主はテレビに広告を出している
大手企業も少なくない。

サービスを開始して約半年で，アプリのダ
ウンロード数が1,000万件を超えたのは前述
した。この数字はゲームやSNSのアプリと
しては珍しい数字ではないと思われるが，動
画視聴の分野ではどのようなインパクトを持
つのであろうか。筆者は今回，スマホアプリ
分析サービス「App Ape Analytics 59）」を提
供するFULLER 60）と共同で，AbemaTVと
主な動画視聴アプリの視聴状況の比較を試み
たので，ここでその一部を紹介しておきた
い。なおこのデータは，FULLER の持つ国
内 10万人のスマホユーザーのパネル 61）のア

プリ行動履歴から推計したものであり，対象
はAndroidユーザーのみである。

図 5は月に1回以上アプリを起動したユー
ザー数（MAU）の推計を，AbemaTVを含め
た主要な無料動画視聴アプリ同士で比較した
ものである。最も高位にあるのはニコニコ動

画だが，FULLERによれば，ニコニコ動画が
サービス開始から3年近くで達成したユーザー
数を，AbemaTVは半年で達成したという。
AbemaTVの半年前に開始した地上波民放の
無料見逃し配信ポータルサイトTVerや，4か
月前に開始したアーティストやタレントを中心と
したライブ配信サービスLINE LIVEも大きく
引き離している。

次に，AbemaTVが他の動画視聴アプリ
ユーザーにどのような影響を与えているのか
をみたのが図6である。図 5 同様，月1回以
上動画視聴アプリを起動したユーザー数の
推計を，AbemaTVとAbemaTV以外のユー
ザーに分類して示した。今回は有料の動画視
聴アプリも加えて分析した。右の一番上の層
は，月に1回以上AbemaTVのアプリのみを

出典：FULLER「App Ape」 データを元に加工
（※10万人のAndroidスマホユーザーパネルから，人口統計及びスマホ普及率を考慮し調整）

図 5　主要動画視聴アプリの MAU 動向（2015 年 1月〜 2016 年 8 月）

MAU＝1か月に1回以上アプリを起動したユーザー数
（Androidユーザーに限る）（万人）
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起動したと推計される，いわゆるユニークユー
ザーである。その下の層は，AbemaTVとそ
れ以外の動画視聴アプリを併用したとされる
ユーザーである。そして最も下の層は，図に
表記したような様々な動画視聴アプリを1つ
でも起動したとされる層である。この分析か
らは，もともと動画視聴アプリを利用してい
た層がAbemaTVに移行しているという傾向
はほとんどみられず，むしろAbemaTVの登
場によって，動画視聴アプリの利用の裾野が
広がっていることが窺える。

3-7　AbemaTVは“テレビ”なのか？
勢いに乗るAbemaTVだが，今後，どう影

響力を強めていくのだろうか。ネット上には既に，
YouTubeやニコニコ動画といった，AbemaTV
以上に存在感が大きいサービスもある。特にニ
コニコ動画はライブ配信の分野では古参のサー
ビスと言っていいし，SNSでもライブ配信が一
般的に行われるようになっている。ただ，これ
らのサービスとAbemaTVには，根本的に異な
る部分があると筆者は考えている。

それはAbemaTV側の極めて
強いテレビ的サービスへのこだ
わりにある。プロコンテンツに
広告を挿入し，24時間の配信を
完全編成して不特定多数に一斉
同報し，ユーザーにはスワイプ
によるザッピングでチャンネルを
選択させるという，スマホにまさ
にテレビさながらのサービスを出
現させた。地上波放送の同時配
信サービスが実施されていない
中，このことの持つ意味は大き
い。一方で，ユーザー発信のラ

イブチャンネルプラットフォーム「FRESH!」を
他のチャンネルと同列に扱うという，プロとア
マチュアに敷居を設けないネットならではの文
化も取り込んでいる。ネット上で“テレビ”の拡
張が始まっているとさえ感じる，新しいサービ
スのコンセプトであるのは間違いない。

ただ，9月にはユーザーが開設したあるライ
ブチャンネルを巡って，そこに広告を挿入され
た広告主との間でトラブルも起きている 62）。次
第に影響力が大きくなる中，“テレビ的サービス
を行う非放送事業者 63）”という存在を，我々
はどのように捉え受け入れていけばよいのだろ
うか。

EUでは通信放送融合時代にこうした状況
が生まれてくることを予見し，2007年，国境
を越えて提供される公衆向けの動画配信サー
ビスに対する対策として「視聴覚メディアサー
ビス指令」が採択されている。そして加盟各
国では，その指令を国内法に適用させる手続
きを進めてきた。指令では，規制の対象を，
従来のテレビ放送から，事業者が編集の責任
を持つ通信による動画配信にまで拡大してい

図 6　AbemaTVと動画視聴アプリの関係（MAU 推移）
MAU＝1か月に1回以上アプリを起動したユーザー数（Androidユーザーに限る）

出典：FULLER「App Ape」 データを元に加工

AbemaTVを利用し，かつ動画視聴アプリ群を使用していないユーザーの数

AbemaTVと動画視聴アプリ群を併用しているユーザーの数

動画視聴アプリ群を使用し，AbemaTVを利用していないユーザーの数
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る。そして，送信側がスケジュール編成を行
う「リニア・サービス」と，受信側が視聴の
タイミングを選択する「ノンリニア・サービス」
とに区別し，前者にはテレビ放送と同等のルー
ルを適用している 64）。

日本でも，2006年から新たな通信放送融合
法制が検討された際，現行の放送に加えて「今
後登場が期待される放送に類比可能なコンテ
ンツ配信サービス」を，特別な社会的影響力
を有する「メディアサービス（仮称）」として規
制の対象としていこうという議論があった。し
かし当時は，社会的影響力という指標は曖昧
であり，行政のコンテンツ規律への関与を強
めるのではないか等の批判があり，日本では
この議論は法改正にはつながることはなかっ
た 65）。それから10年が経過した今，当時の議
論では「今後登場が期待される」とされていた

「放送に類比可能なコンテンツ配信サービス」が，
まさに我々の眼前に存在しつつあるのである。

もちろんAbemaTVのサービスは開始された
ばかりであり，どこまで浸透していくのかは未
知数である 66）。ただ，こうしたサービスの誕生は，
今日のメディアのあり方そのものを問い直す根
源的な議論に再びつながっていくものなのか，
そして，つなげていくべきか，いくべきでないのか，
そこには，日本のテレビ，放送の将来を左右
する大きな論点が存在していると考える。次号
以降でしっかり考えていきたい。

4. 地上波放送の同時配信の論点

3章でみたとおり，日本では長らく，地上波
放送の同時配信サービスが実施されてこなかっ
た。しかし，今それが大きく変わろうとしている。

まず，ここ1年の間に，NHKも民放各局も，

災害時や注目度の高いニュースの発生時には同
時配信を行うようになってきた。AbemaTVでも，
協業するテレ朝のニュースの同時配信を行った
り，同じくライブ配信サービスを展開するフジの
ホウドウキョク67）でも，臨機応変に配信内容を
地上波放送の同時配信に切り替えている。チャ
ンネルまるごとではないにしろ，こうした放送
の同時配信が人々の目に触れる機会は確実に
増えている。

またNHKは，2015年から「試験的提供B 68）」
という形で同時配信の実験を行っている。現在
の放送法では，NHKは放送を常時同時配信
することは認められていない。NHKは経営計
画で，放送やネットを通じて信頼される「情報の
社会的基盤」の役割を果たしていく69）としてお
り，2016年6月の総務省の諸課題検において
NHKは，常時同時配信を可能とする制度整
備についての検討を要望した 70）。諸課題検で
は今後，NHKの業務，受信料，経営のあり
方の一体的な改革をどう進めていくのかを議
論するとしており，その中でこの同時配信につ
いても，どのような形で実施していくのか，そ
して，このサービスと受信料制度の関係につ
いて検討がなされることになるだろう。

なお，NHKは第2回の「試験的提供B」を，
2016年 11月末から12月半ばまで実施すると発
表している71）。今回は総合テレビに加えてEテ
レでも実施すると共に，1週間程度の見逃し配
信も行うとしている。現在，NHKオンデマン
ドでは有料で見逃し配信サービスを行ってい
るが，前回の実験の際に行った参加者アンケー
トで，同時配信と共に見逃し配信を実施してほ
しいとの要望が高く72），これも受けての今回
の実施である。

諸課題検のこれまでの議論では，NHKが
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単独で同時配信サービスを進めていくことに対
する危惧や，実際にサービスを実施する場合
には民放も含めた現行の地上波放送をそのま
まネット上で展開する配信モデルにすべきだ 73），
といった意見も出ている。ただ，NHKに限らず，
同時配信を実際に進めていくには様々な課題
があることから，それらの課題に向き合い解
決の道筋を探るため，2016年10月，情通審
の下に「放送コンテンツの製作・流通の促進
等に関する検討委員会（以下，委員会）」を発
足させ，2018年の 6月まで約 1年半かけて議
論が行われることになった。

委員会で検討するテーマとしては，配信の技
術的な課題やコスト，権利処理，サービスモデ
ルのあり方等があげられよう。それぞれについ
て簡単に筆者なりに論点を整理しておきたい。

4-1　同時配信の技術的課題
インターネットのサービスはベストエフォー

ト 74）である。放送事業者が同時配信サービ
スを行う場合であってもその技術的な基本原
則は変わらない。こうした中，どこまで品質
を担保するサービスを目指していくのか，こ
れが1つ目の論点である。地上波放送は，放
送においてはハード・ソフト一致でサービス
を提供しているが，配信においてはハードを
外部の事業者に委ねざるを得ない現実がある。
アクセスが急増する場合も視野に入れ，画質
の乱れや遅延の防止，災害時等有事の際の情
報伝達の安定性の確保と，それにかかるコス
トやネットワーク負荷とのバランスが求めら
れるため，通信事業者やCDN 75）事業者の知
恵と協力が不可欠である。その上で全て外部
に依存するのか，それともある程度は放送事
業者が配信の技術的基盤に対して責任を持っ

ていくのか，という難しい問いも控えている。

4-2　同時配信の権利処理の課題
イギリスをはじめとする欧州では，2章でも

述べたように同時配信は放送と同等に扱うこ
とが，著作権法上もしくは契約上決められて
いる。しかし，日本では事情が異なる76）。実
演家等の権利が，放送では報酬請求権，配
信では許諾権と異なっているため，権利を処
理する側の放送事業者にとっては，作業が煩
雑で負担が大きくなりがちであること，前者
は事後処理であるが後者は事前の許諾が必
要とされるため，仮に許諾が得られなければ，
放送はできても配信はできないということが
起こり得てしまう。これらのことが，放送事
業者が同時配信サービスに踏み出す妨げとなっ
てきた，というのが，放送事業者，特に地上
放送事業者側の主張である77）。確かに，欧
州と比較すると日本は放送の同時配信が実施
しにくい状況であることは間違いない。こうし
た状況を課題と捉え，解決の道筋を議論して
いくのが委員会のもう1つの論点である。

ただ，権利者側から見える景色は随分と異
なっているようにも感じる。現行法において
も，ネット配信による多様な動画配信サービ
スは現に行われているからである。こうした
時代を，ようやく契約ベースで自らの権利を
コントロールできる時代が到来したと歓迎し
ている権利者も多いかもしれない。

もちろん，人々のテレビ離れが進む中で放
送番組の同時配信が進めば，より多くの人々
へのリーチが可能になるため，権利者の利益
にかなうという一面もあるはずだ。問題はそ
のやり方である。NHKはこれまで同時配信
を放送と同等とみなす著作権法改正が望まし
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いという主張をしてきた。これはイギリスと
同じ方法である。しかし，イギリスで著作権
法が改正された10年以上前とは，視聴環境
も制作環境も随分と異なっている。こうした
中でも，法改正が望ましいのか，それとも契
約や運用ルールにおいて何らかの合意を探っ
ていくのが現実的な解決策なのか。もとより，
著作権法を所管するのは文化庁である。総務
省の委員会でこのテーマをどのように議論し
ていくのか。また，権利者は今後の議論の中
でどのような見解を述べてくるのか。これま
で放送事業者側の声に耳を傾けることが多
かった筆者だが，権利者団体や文化庁にも取
材を進め，議論の行方と社会的合意の形成に
関心を持っていきたい。

4-3　同時配信のサービスモデルの課題
この委員会は，諸課題検での非放送事業

者の委員からの問題提起や，視聴者視点で今
後の放送のあり方を考える総務省のイニシアチ
ブによって立ち上げられている78）。同時配信サー
ビスの実施を求めているNHKはともかく，も
う片方の当事者である地上波民放は，同時配
信についてどこまで積極的に取り組む意欲が
あるのか，今もみえてこないというのが，取材
を進めている筆者の率直な印象である。

一方，ラジオでは多くの民放が，同時配信
サービスの radiko.jpに参加しており，2016年
10月からは聞き逃しサービスであるタイムフリー
や，SNS等に拡散するシェアラジオサービスの
実験を開始している79）。もちろん，同時配信
サービスの開始当初は，コストだけかかりビジ
ネスにならないのではないか，と後ろ向きな局
も少なくなかった。当時は，V-Lowマルチメ
ディア放送によるデジタル化に踏み切るかどう

かという選択肢が突きつけられていたこともあ
り，どれだけの局が主体的に同時配信サービ
スを開始したかは疑わしい。ただ，まずは放
送と同じエリアに対して無料で放送そのままの
内容を配信し，その後，有料のエリアフリー
サービスを実現し，そして今日に至るという形で，
ビジネスモデルの構築に向けて一歩ずつ着実
に歩みを進めている。今後は広告の差し替えや，
放送とのハイブリッド化も検討している。

しかしテレビは，ラジオ同様にサービスを
開始しさえすれば，その先に同様のビジネス
モデルが描けるかというとそうはならない現
実がある。ラジオと違い，ローカルテレビ局
は編成の大半をキー局の番組が占めており，
自社制作番組が東名阪広域局を除くと1日平
均 2時間半程度しかないからである。ただ，
ビジネスモデルが描けないからといって，効
率だけを考えて，例えばキー局がエリアを制
限せずに同時配信を実施した場合，ネット上
ではローカル局の存在意義そのものが問われ
てくることにもなりかねない。では，どのよ
うな道を選ぶのか。総務省の委員会が設置さ
れずとも，民放自らで何らかの解を出さなく
てはならない時期にきている。

問いは更にある。仮に英米のように同時配
信と見逃し配信をパッケージで実施することで
ビジネスを成り立たせていくとして，そのプラッ
トフォームをどのような姿にしていくのかである。
系列ごとにまとまるのか，地域ごとにまとまる
のか，民放横断で検討するのか，それとも，
イギリスのように地上波放送そのままのプラッ
トフォームをNHKと共に構築するのか。NHK
自身の立ち位置と役割が問われてくる問題でも
ある。また，アメリカのように，全く別な事業者，
例えばAbemaTVや有料多チャンネル事業者，
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S-VOD 事業者等のプラットフォーム上で地上
波チャンネルの同時配信を展開していくという
選択肢も考えられなくはない。

以上，思いつくものを列挙してみたが，こ
れらの選択肢は，あくまでサービスを実施す
る側の視点からのものでしかない。地上波放
送の同時配信以外の様々な動画配信サービス
がネット上で展開されている中，今求められ
ているサービスの姿はどのようなものなのか，
それが果たして単なるチャンネルの同時配信
なのかも含めて考えていかなければならない。

4-4　同時配信は
        放送サービスの高度化なのか？

以上，3つの論点を挙げてきたが，それら
は全て，同時配信とは放送サービスの高度化
なのか，という問いに回帰することに気づか
される。総務省は情通審に対して，「ブロー
ドバンドを活用した放送サービスの高度化の
方向性」「放送サービスの高度化を支える放
送・通信インフラの在り方」等の答申を希望
している。技術的にも権利的にもサービス的
にも，限りなく放送に近い姿を目指す，つま
り，放送サービスの高度化を本気で志向する
のであれば，そもそも通信放送融合時代の“放
送”とはいったい何なのか，という定義その
ものを捉え直す作業が必要になるのではない
だろうか。技術的なパートナーとなる通信事
業者等に対しても，交渉の相手となる権利者
団体に対しても，そして，ネット上で競合す
る類似のサービスを展開する事業者に対して
も，社会的合意を得ていくためには何らかの
解を提示しなければならないと考えるのは筆
者だけではないだろう。10月19日の情通審
では，こうした議論に向かうことへの懸念が

ある委員から発せられている。仮に放送の定
義をネット側に“拡張”した場合，逆にネッ
ト側から今度は放送の定義が“溶解”してい
く可能性があり，このことは，まさに2006
年の通信放送融合法制の議論に立ち戻ること
になりかねないからであろう。この日，この
発言には総務省側からの回答はなかった。委
員会は始まったばかりである。NHKの同時
配信を“解禁”するために民放を同時配信に

“誘導”する，といった表層的な議論に終始
してしまわないことを期待したい。

おわりに

イギリスとアメリカから大きく遅れた日本の
地上波放送のネット展開を今後どう進めていく
のか。この観点で見ると，今の日本の状況は，
全てが緒についたばかりであり，課題も山積し
すぎていて，ネットの世界のスピードに追いつ
ける議論が行えるのかと，やや悲観的にならな
くもない。しかし，様々なしがらみがあるが故
に試行錯誤した結果，育まれてきた日本独特
のサービスや，既存の枠組みに囚われないビジ
ネスの萌芽も出てきている。言葉を選ばずに言
えば，放送，あるいはテレビをネット上に移植
しただけのイギリスや，市場原理に揺れ動いて
きただけのアメリカよりもむしろ日本の方が，ク
リエイティブなメディアが生まれる土壌が耕され
てきているのかもしれない。重要なのは，単に
かつての遅れを取り戻そうとすることではない。
今後一層，“テレビ”“放送”の根幹が揺らぐで
あろうことを共通認識とした上で，その中で放
送事業者はどんな役割を果たす存在でありたい
のか，どんなメディアを目指したいのかを，主
体的にユーザー，あるいは視聴者に胸を張って
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伝えることができるか，である。そして政策は，
その取り組みをいかに支援していけるか，を考
えるべきであろう。放送サービスの枠組みをいっ
たん越えて，日本のメディアのあり方そのものを
再考する中で，改めて“放送”あるいは“テレビ”
を定義し直すべきである。そのためには，本質
的な議論に時に向き合うことも必要であろう。

これは，次回以降のシリーズに向けた，筆
者自身の自戒もこめた覚悟である。

（むらかみ けいこ）

※なお本稿執筆後の11月10日，AbemaTVのチャ
ンネルから，ユーザーによるライブ発信プラッ
トフォーム「FRESH!」の導線チャンネルが
廃止された。次号以降で引き続き取材してい
きたい。
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4
月

1日 通
有

KDDI　ケーブルテレビ事業者と連携し，電気サービス「ケーブルプラスでんき」を提供開始。ケーブルテレビサービスと電気を組み
合わせたプランを提供

1日 有 日本ケーブルテレビ連盟　ケーブルテレビ業界共通の4K専門チャンネル「ケーブル4K」のIP放送を，2015 年12月に始まっていた
RF方式に加えて開始。56 事業者（ケーブルテレビ接続世帯の59%をカバー）が参加 ○

1日 ネ
放

サイバーエージェント　「AmebaFRESH!」の事業を，テレビ朝日と共同出資・運営の「AbemaTV」に譲渡。「AmebaFRESH!」は
2016年1月にサービスを開始した，ユーザー発信のライブ配信プラットフォームで，約300のチャンネルと4,000以上の番組を配信中 ○ ○

1日 放 フジ・メディア・ホールディングスとフジテレビ　「フジゲームス」を設立。音楽プロデューサーにX JAPANのToshIが就任。2019
年度には売り上げ100 億円（経常利益 25 億円）を目指すとしている

1日 有 NTTぷらら　「ひかりTV」でテレビ東京で始まる新ドラマ2作品を4Kで先行・見逃し配信すると発表。VOD見放題対象プランに
加入していれば，月額基本料金内で視聴可能 ○ ○

1日 メ
有

伊藤忠ケーブルシステム　8K HEVC対応のリアルタイムデコーダーを発表。従来は4Kプレーヤー 4台の同期再生が必要だったが，
1台で実現可能になった ○

4日 通
放

エイベックスとNTTドコモ　フジテレビの「ホウドウキョク」と事業提携し，ニュースを新ジャンルとして配信開始。「ホウドウキョク」
のニュース映像を視聴可能だが，ライブ配信は行わない ○

5日 放 WOWOW　オリジナルミニドラマシリーズを海外の放送局で放送することを，FOXのグループ会社（FNG）と合意。FNGの中国映
画チャンネル（SCM）で5月1日から放送される。香港と東南アジアの12の国と地域で視聴可能に

6日 メ NEC　4K映像のリアルタイム処理を行う業務用のエンコーダー装置とデコーダー装置を7月から販売すると発表。スポーツイベント
などリアルタイム性が求められる場面での利用に適した低遅延処理が特徴 ○

6日 ネ
放

サイバーエージェント　「AbemaTV」で4つのアニメ専門チャンネル開設を決定。どのチャンネルでもアニメの人気作品を24時間無
料で提供し，一挙放送や24時間イッキ見サービスを展開する ○

6日 ネ Netflix　オリジナルドラマ『火花』を6月3日から世界190か国へ同時配信することを決定。4K制作の作品で，Netflix 4K対応の
テレビなどを利用すれば4K画質で視聴可能 ○ ○

6日 ネ
放

グノシー　キュレーションアプリ「グノシー」で，日本テレビが運営する「日テレNEWS24」のコンテンツ配信を開始。ユーザーは通
信環境を問わず「日テレNEWS24 」の記事を「グノシー」で閲覧することが可能になる

7日 有
放

U-NEXT　有料VODサービス「U-NEXT」上で，「NHKオンデマンド」を5月中旬から配信を開始すると発表。毎月付与している
「U-NEXT」で利用可能な1,000円分のポイントを，「NHKオンデマンド」のサービス利用料としても活用できる ○

8日 ネ
放

AbemaTV　「AbemaTV」本開局に合わせてCS 有料放送のスペースシャワーTVの音楽チャンネル「SPACE SHOWER MUSIC 
CAST」を開設。アーティストやミュージックビデオの特番等を放送予定 ○

8日 有 BSディズニー　番組見放題アプリ「Dlife」のダウンロード数が100万件を突破した。同アプリではBS放送チャンネル「Dlife」の海
外ドラマ等の無料見逃し視聴が可能で，月間150〜200話配信される ○

11日 有 アスミック・エースと日本デジタル配信　ケーブルテレビ向けのVODサービス「milplus」で4K作品の提供を開始。視聴には4K対
応テレビとパナソニックが提供している専用STBが必要 ○ ○ ○

11日 ネ
放

サイバーエージェントとテレビ朝日　3月から先行配信してきたネットテレビ局「AbemaTV」を本開局。全チャンネルを無料で視聴で
きる。月額960円でVODも利用可能 ○ ○ ○

11日 メ アドビ　動画配信プラットフォーム「Adobe Primetime」を日本市場に本格展開すると発表。同サービスはあらゆる視聴デバイスへ
のテレビ番組や映画の配信が可能で，動画広告の挿入・管理もできる ○

12日 有 NTTぷららとアイキャスト　フジテレビのCSチャンネルである「フジテレビONE・TWO・NEXT」と4K番組の共同制作開始を発表。
制作する番組は「ひかりTV」で先行独占提供する ○

13日 放 VIPと大阪マルチメディア放送　兵庫県加古川市と「V-Lowマルチメディア放送を活用した災害情報伝達に関する覚書」の締結を発
表。「V-ALERT」の運用を協力して実施していくため

15日 公 総務省　「放送を巡る諸課題に関する検討会」第6回会合で，岩浪剛太委員がテレビを視聴可能なスマホアプリ活用についての調
査結果を発表。スマホでのテレビ視聴について調査では肯定的な評価が多かったと報告 ○

18日 放 TOKYO MXと広島ホームテレビ　同時配信アプリ「エムキャス」に広島ホームテレビの「ぽるぽるTV」を追加。初めて地上波テレ
ビ局のチャンネルが加わった ○ ○

23DECEMBER 2016

※ 地上波放送事業者：放　　メーカー：メ　　有料多チャンネル事業者：有　　通信事業者：通　　ネット事業者（含む OTT）：ネ　　国・関係機関：公　　広告代理店：広

表　これからのテレビを巡る最新動向〈2016 年 4 月－9 月〉

キーワード 内　容
1 マルチスクリーン化 家庭のテレビとペアリング，もしくは有料会員向けサービスとしてモバイル端末でリアルタイム視聴等を楽しむこと

2
スマートテレビ化 テレビをネットにつなぎ，番組視聴だけでなく，アプリなどを通じて幅広く利用するサービスの展開。STB 等の機器含む

（ハイブリッドキャスト）テレビをネットにつなぎ，番組連動や放送局のサービス充実など，放送をより楽しむことを主目的とするサービスの展開

3 動画配信化

有料 VOD 放送番組を含む映像コンテンツを集積させたプラットフォームでの有料サービスの展開（S -VOD，T-VOD）
無料見逃し 番組放送後一定期間無料配信するサービスの展開（民放は AD -VOD）
同時配信・
時差再生

放送と同じタイミングでネット配信するサービスの展開
番組開始時までさかのぼって時差再生するサービスの展開

その他 映像ストリーミングチャンネル（ライブ配信等）やクラウドサービス等の展開
4 録画視聴化 デジタル録画機や全録を使ったタイムシフト視聴と関連の動き

5 ソーシャル化・
セカンドスクリーン化 番組連動のモバイルサービスの展開や，番組や放送局と視聴者がコミュニケーションの場を構築していく動き

6 高画質化・高精細化 テレビモニター，デジタル録画機の高画質化・高精細化から，制作・伝送技術，放送サービスの展開
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4
月

19日 放 日本政策投資銀行　特定投資業務のメディア分野第1号として，V-Lowマルチメディア放送（i-dio）事業全般を推進するBICへの出
資を発表。今後も防災分野で継続的な支援を行う予定

20日 通 NTTドコモ　固定電話サービス「ドコモ光電話」とテレビ視聴サービス「ドコモ光テレビオプション」を提供開始。地上波と一部の
BSデジタル放送を月額660円で提供。別途契約でスカパー !も視聴可能

25日 ネ DMM.com　動画配信サービス「見放題chライト」を開始。月額500円で映画やドラマ，バラエティーなどが見放題。パソコンやス
マホ，テレビなど多様なデバイスに対応 ○

26日 通 エイベックスとNTTドコモ　FOXチャンネルを一部の「dTV」対応テレビやAmazon Fire TVなどで視聴できるように対応した。
また，「dTV」が定期的に実施しているライブ配信も対応機器を拡張する予定 ○ ○ ○

27日 有
通

飯田ケーブルテレビ　NTT東日本の光サービスを用いた「光キャストTV」に，電話，ネット接続を合わせた「光キャストビジョン」
の提供開始。NTT東日本の光サービスによるケーブルテレビの全面光化は全国初

27日 メ JEITA　3月の民生用電子機器の国内出荷実績を発表。3月の薄型テレビ出荷台数は前年同月比 2割減の81.3%で51万台。このう
ち4K対応テレビは9万4,000台で薄型テレビ全体の18.4%を占めた ○

27日 放 南海放送　「南海放送アプリ」のダウンロード数が1万件を突破したと発表。同アプリは2015 年2月に放送局と視聴者をつなげるコ
ミュニケーションアプリとして開発。今後はパッケージ化し，有償でライセンス提供する予定 ○

27日 放 フジテレビ　「FOD」で20 世紀フォックス作品やFOXチャンネルの海外ドラマシリーズの配信を開始すると発表。今後も週単位で利
用可能作品を増やしていく予定で，料金体系は都度課金方式 ○

28日 ネ Hulu　視聴傾向としてテレビからの視聴が最も頻繁に利用されていることを発表。テレビ視聴を促進させるため，新しくApple TV
を購入した会員1万人にiTunes Codeをプレゼントするキャンペーンを実施 ○ ○

28日 放 TBSテレビ　女性向けスマホ動画サービスを提供する「C CHANNEL」への出資を発表。時事・芸能情報やライフスタイル情報，
通販番組と連動した商品紹介など，若年層向けオンライン動画事業の開拓を行う ○

5
月

2日 ネ Amazon　「Amazonプライム・ビデオ」のオリジナル作品として『はぴまり ～ Happy Marriage!? ～』を連続ドラマ化。6月下旬より
独占配信する ○

3日 ネ
放

AbemaTV　初の本格的なネットテレビ放送である「AbemaTV」アプリのダウンロード数が，開局から23日間で200万件を突破し
たと発表。開局1週間で1日の総視聴数が1,000万を超えていた ○ ○

5日 ネ
放

Netflix　「Netflix」のスマホ向けアプリを更新。利用時のモバイルデータ使用量を利用者側で設定できるように新機能を追加したと
発表。事業の世界展開に伴い，利用状況や通信プランが多様であることを考慮した ○

6日 ネ MMDLabo　「定額制サービスの利用実態調査」結果を公表。利用経験がある動画配信サービスでは「Hulu」「dTV」「Amazonプ
ライム・ビデオ」が上位を占め，メインで使用しているサービスも同様の結果だった ○

8日 放 広島テレビ放送　ネット動画配信実験の一環として，5月8日のプロ野球・広島対横浜戦を「広テレ！みんさいと」上でライブ配信した。
同局で１試合を中断せずに無料で配信するのは初めて ○ ○

9日 放 TOKYO MX　ハイブリッドキャストを用いた4KのCM配信実験を国内で初めて実施。視聴するには動作確認がとれたパナソニッ
ク製の4KテレビとNTT東日本のフレッツ光回線が必要 ○ ○

10日 放
ネ

フジテレビとグリー　VRのコンテンツ事業で業務提携を発表。今後共同で「F×G VR WORKS（仮）」を展開する。VRコンテン
ツの制作から配信まで包括的に行い，クライアント企業へ提供する予定

11日 ネ Amazon　「Amazonビデオダイレクト」を開始。制作者が直接サイトに作品を上げ，販売やレンタルなどで収益が得られる。
「Amazonビデオ」が利用できる各国に対応し，スマホなどからも利用可能 ○ ○

12日 広 博報堂DYMP　「第2回定額制動画配信サービス市場構造調査」の結果を公表。前回の2015 年10月から利用者数＋利用意向者数
は横ばい。端末はテレビが4割で，利用シーンは夜間視聴が8割 ○

12日 有 スカパー JSAT　決算説明会で過去最高収益を記録したことを報告。あわせて「中期経営計画2020」を公表。4K・8K，HDR放
送などコンテンツの多様化やOTTサービス，FTTH経由の加入獲得を重視すると発表した ○ ○

16日 ネ
放

AbemaTV　視聴デバイスとしてiPadへの対応を開始。あわせて有料会員向けサービスの「オンデマンド視聴」機能をiOS 端末に
対応させた。コメント機能やシェア機能なども今後追加・改良する予定だとした ○ ○ ○

17日 公 総務省　今治シーエーティーブィと愛媛 CATVに，高度化方式の地域 BWAの無線局免許を交付。2014 年に高度化方式の地域
BWAが制度化されて以来，四国の事業者に免許が交付されるのは初めて

17日 公 総務省　4月13日から受け付けていた，2018 年以降開始するBS/110度CS 衛星（左旋）を用いた4K・8K実用放送のハード事業者
の免許申請について，スカパー JSATとB-SATから申請があったことを発表 ○

17日 ネ
放

日本テレビとHulu　「Hulu」の会員数が2015 年度末で130万人となったことを決算説明会で発表。営業利益は赤字だが，2014 年
度末から会員数は30万人増。2016 年度末までに会員数 166万人を目指すとしている ○

19日 有 J:COM　「J:COM TV」のオプションとしてこれまで提供してきた「J:COMオンデマンド メガパック」の販売対象を，「J:COM NET」
加入者にも拡大。ケーブルテレビの契約がなくても，サービスに加入すればスマホアプリやパソコン専用サイトから視聴可能になる ○ ○

20日 有 J:COMと大分ケーブルテレコム　J:COMが県内最大のケーブルテレビ事業者の大分ケーブルテレコム（OCT）を連結子会社化する
と発表。J:COM傘下加入によるサービス拡大と顧客拡大を図るのがねらい

23日 ネ エイベックス　YouTube上に期間限定チャンネル「avex Movie Gift」を開設。映画やドラマなど無料で視聴できる。毎週月・水曜
日に「BeeTV」独自作品を，金曜日は映画を中心に配信。期限は8月28日まで ○

24日 通
放

KDDIとNHK　KDDIの超高速光回線を用いた8K放送の多チャンネル伝送実験に世界で初めて成功。KDDIとNHKは，将来的
には8K番組を複数同時視聴することや，別角度の映像を同時に見ることが可能になるとしている ○

24日 放 NHK放送技術研究所　「技研公開2016」のプレス見学会を開催。研究開発の成果として立体テレビやスーパーハイビジョンなど27項
目の技術・サービスを展示した。放送サービスだけでなく，同時配信のアプリやCDNなどの研究も紹介。一般公開は5月26 ～ 29日 ○ ○ ○ ○ ○

24日 通
メ

NTTドコモとノキア　共同の5G 技術を使った検証実験で8K映像の無線伝送に成功。両社は2014 年から共同で5G 技術の実験
を行っており，今回のリアルタイム伝送実験成功は世界初のこと ○ ○

25日 メ シャープ　8Kスーパーハイビジョン対応チューナーを開発し，NHK技研公開で展示。8月1日からNHKが始める8K試験放送に合
わせて開発。同社の対応ディスプレーを用いて8K映像の出力や4Kのマルチ編成放送の受信も可能に ○

25日 メ JEITA　4月の民生用電子機器の国内出荷実績を公表。4Kテレビが好調な傾向をみせ，出荷金額が初めて薄型テレビ全体の5割
を突破。出荷台数も前年同月比の3倍を記録した ○

24 DECEMBER 2016
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5
月

26日 ネ LINE　「LINE LIVE」に通信量を節約しながらライブコンテンツを視聴できるデータ節約機能を追加。画像と音声のみの表示に切
り替えることで通信量超過による通信制限を回避。ライブ視聴を促すことがねらい ○ ○

26日 ネ
放

360Channel　独自の360度動画配信サービス「360Channel」を開始。バラエティーなど6ジャンル22作品を無料で提供する。スマ
ホやタブレットに加えて，Oculus Riftなど VR対応端末でも視聴可能 ○

30日 ネ Amazon　「Amazonプライム・ビデオ」のオリジナル作品として，ダウンタウンの松本人志氏の『HITOSHI MATSUMOTO 
presents 「ドキュメンタル」』を今秋より独占配信すると発表。シリーズ化も予定 ○

31日 公 総務省　秋田ケーブルテレビが申請していた地域 BWAシステムの無線局3局へ免許を付与。地域 BWAは電気通信業務用の無線
システムで，地域の公共サービスの向上や情報格差改善が目的

6
月

1日 有 日本映画放送とスカパー JAST　映画『キングコング対ゴジラ〈完全版〉』の4Kリマスター版を，スカパー ! 4K 総合とBS日本映画
専門チャンネル，TOHOシネマズ新宿で7月14日に同時に放送・上映すると発表。こうした連動の試みは初めて ○

1日 有 NTTぷららとアイキャスト　モバイル向け専門チャンネルのリアルタイム配信をiOS版向けに開始。Android版は6月6日から開始す
る。18チャンネルの提供から始めるが，番組は順次拡大予定 ○ ○

2日 インプレス総合研究所　「動画配信ビジネス調査報告書2016」を発売。有料VODの利用率が9.2%に拡大，「TVer」の利用率は
6.8%，利用頻度トップは「Hulu」であることなど各調査結果を盛り込んだ ○ ○

2日 ネ Amazon　「Amazonプライム・ビデオ」のオリジナル作品として，実写版『ベイビーステップ』を7月22日より独占配信すると発表。
原作は『週刊少年マガジン』で連載中の同名漫画 ○

2日 ネ
放

AbemaTV　「FRESH! by AbemaTV」の配信番組数がサービス開始の2016 年1月から6月2日まで累計で1万件を突破したと発
表。現在の配信事業者は500以上で，提供チャンネル数は600 超 ○ ○

3日 ネ Netflix　オリジナルドラマ『火花』の配信開始。原作は第153回芥川賞を受賞したお笑いコンビ「ピース」の又吉直樹氏による同名
小説。日本を含めた世界190か国で配信される ○

5日 ネ Amazon　「Amazonプライム・ビデオ」で『ジュラシック・ワールド』を配信開始。見放題の作品としては独占配信となる ○

6日 広 オムニバス　パナソニックのケーブルテレビ向け動画広告配信システムを利用した実験を開始すると発表。ケーブルテレビ用STBを
起動する際に動画広告を流すことで新たなビジネスモデルを探る ○

8日 メ メディアキャスト　データ放送用BMLオーサリングツール「Foliage Version 3.3」の発売を開始。放送波で一部の制御情報が配信
可能なため，ネット未接続でもハイブリッドキャストを楽しめる ○

8日 ネ Hulu　オリジナルドラマ『フジコ』がATP全日本テレビ番組製作社連盟の「第32回ATPテレビグランプリ」の特別賞を受賞。同作
は「Hulu」が日本向けに初めて配信したオリジナル作品 ○

12日 ネ NHN comico　1,200万ダウンロードを誇るエンタメコンテンツプラットフォーム「comico」で，2016 年7月放送予定のアニメ
『ReLIFE』を6月24日から先行配信すると発表。同サービス内で使用可能なポイントを使った視聴も可能 ○ ○

13日 ネ
放

AbemaTV　「REALITY SHOWチャンネル」にNBCユニバーサルの人気番組など8 作品を新たに追加し配信すると発表。同チャ
ンネルは台本のないリアリティーショーを24時間楽しめるもの ○

14日 公 総務省　「IoTサービス創出支援事業」の委託先候補を決定。テレビ事業はHAROiDが選択され，テレビ視聴に関するデータ収集
やマーケティング等を通じ，地域経済の活性化を図る実験事業を行う ○

15日 有 NTTぷらら　「ひかりTV 4K」でソニー・ピクチャーズ エンタテインメントのハリウッド映画を4K HDRのVODとして配信開始。2
作品の配信から開始し，6 作品の配信も決まっているが，作品タイトルは今後も追加する予定 ○ ○

15日 ネ パケットビデオ・ジャパン　「bonobo」がソーシャルギフトサービス「giftee」との連携サービスを開始。映像作品を期間限定で楽し
めるオンラインのレンタル利用権をSNSを介して贈ることができる。26 作品が対象。価格は400 ～ 500円 ○ ○

16日 通 エイベックスとNTTドコモ　「dTV」がApple TVに対応開始。第4世代Apple TVにアプリを入れて利用可能となる。「dTV」独自
の「ザッピングUI」機能があり，配信中の全作品を視聴可能。4K画質は非対応 ○ ○

16日 ネ Perform　スポーツ専門のストリーミングサービス「DAZN」を，世界に先駆け2016 年夏に日本で開始すると発表。同サービスは複
数の端末に対応できるライブストリーミングサービス。幅広いスポーツコンテンツを提供予定 ○ ○

17日 ネ Hulu　7月1日から「Hulu」で毎日『ゴジラ』作品を1作品ずつ配信すると発表。同月29日公開のシリーズ最新作『シン・ゴジラ』の
上映に合わせた。6月17日から予告動画が見られる「ゴジラ・チャンネル」も開設 ○

20日 放 NHK　スマホ向けアプリ「NHKニュース・防災」の提供を開始。ニュースや気象情報，災害情報などを利用者の現在位置と設定
地域に合わせて取得可能。災害時は同時配信やライブ配信も行う ○ ○

20日 広 博報堂DYMP　「メディア定点調査 2016」の結果を公表。調査から10 年で利用率を伸ばしているのは携帯・スマホのみと報告。メ
ディア総接触時間は393分で過去最長。テレビや新聞などへの接触も微増

20日 放 TBSテレビ　「TBS FREE」のアプリダウンロード数が200万件を突破したと発表。5月には月間動画再生数が1,000万回を突破し
た。同サービスは2015 年10月から始まった広告付き無料見逃し番組配信サービス ○

22日 メ JEITA　5月の民生用電子機器の国内出荷実績を発表。4Kテレビは薄型テレビ全体の出荷数の約25%，金額で約6割を占めた。
ハイブリッドキャスト対応テレビは2013 年からの累計で400万台を突破 ○ ○

22日 メ アドビ　「Adobe Creative Cloud」のアップデートの提供を開始。動画編集ツール「Premiere Pro CC」では新たに8KやVR映像の
編集，制作が可能となる。そのほか複数の映像ソフトがアップデートされる ○

23日 GfKジャパン　家電量販店やネット販売などにおける4Kテレビの販売動向を発表。大画面テレビでは4Kテレビが販売台数の約7
割，量販店では金額ベースで半数を占めるなど成長傾向と指摘した ○

25日 放 フジテレビ　地上波ドラマの放送に合わせて「FOD」と「Amazonプライム・ビデオ」にスピンオフ作品を配信。フジテレビが地上
波では放送しない作品をAmazonで配信するのは初めて ○

27日 放 フジテレビ　「FODプレミアム」を8月1日より開始すると発表。フジテレビの番組や映画，雑誌の読み放題サービスが利用できる。
価格は月額888円。「FOD月額見放題パスポート」は廃止となる ○

27日 放
通

読売テレビとNTT西日本　4K映像をMPEG-DASHを用いたIPマルチキャストで配信する実験を行ったと発表。配信にはNTT
西日本のフレッツ・キャスト実験網を活用。受信側での2Kと4Kの映像切り替えに成功した ○ ○

28日 ネ
放

AbemaTV　5つ目のアニメチャンネルとして「新作TVアニメチャンネル」の開設を発表。最新アニメの見逃し放送など 7月には18
作品を予定。今後もコンテンツを順次追加するという ○
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6
月

29日 通 KDDIと沖縄セルラー　auひかりのテレビサービス向け新 STB「STW2000」を提供開始。Android TV搭載により，auひかり以外
の映像配信サービスや4K映像の出力も可能。レンタル価格は月額500円 ○ ○ ○

29日 放 北海道放送　360度動画が楽しめる無料のスマホアプリ「HBC VR」を7月に展開すると発表。放送局がスマホアプリとして360度
動画サービスを提供するのは国内初。まずは観光地を映したコンテンツを配信 ○

29日 ネ Performと日本バレーボールリーグ機構　今後5 年間のリーグ試合を「DAZN」で配信することに合意。「DAZN」は2016 年夏開始
のスポーツ専門のストリーミングサービスでVODにも対応 ○ ○

30日 有 mmbi　「NOTTV」がサービスを終了。同サービスはスマホ向けの放送サービス。2012年 4月からサービスを提供していたが，2015
年11月末に2016 年6月末での終了が発表されていた

30日 放 TBSラジオ　TBSラジオの番組のポッドキャスト配信を終了。利用動向が把握しづらく，広告収入が得にくいことなどが要因。新
サービスとしては既に「TBSラジオクラウド」を6月6日から開始

30日 ネ Amazon　「Amazonプライム・ビデオ」で，世界各国の楽園を4K映像で撮影したオリジナルドキュメンタリー番組『RAKUEN 三
好和義と巡る楽園の旅』を配信開始。全12話で番組は毎月更新 ○ ○

30日 ネ Netflix　米国版『デスノート』の実写映画をNetflixオリジナル作品として撮影開始。2017年に全世界を対象にストリーミング配信
される。原作は小畑健氏，大場つぐみ氏の同名漫画 ○

30日 公 総務省　「現在市販されている4Kテレビ・4K対応テレビによるBS等4K・8K放送の視聴に関するお知らせ」を発表。2年後に4K・
8Kを現在市販されている4Kテレビで見るにはチューナーが必要であると周知する目的 ○

7
月

1日 通 ケイ・オプティコム　「eo光テレビ」を「スマートベーシック」と「スマートプレミアム」に一新し，サービス開始。VODサービス「eoオ
ンデマンド」も開始した。専用アプリを使えばスマホなどでも番組視聴が可能 ○ ○

1日 放 エフエム東京ら4 社　V-Lowマルチメディア放送を利用した新サービス「i-dio」の本格提供を開始。アプリからネット通信で利用可
能となる。配信地域も拡大し，各サービスに合わせたアプリ展開も行う ○

1日 ネ Hulu　ディズニー作品を集めた「Disney BOX」を開設。同サービスは3月に開設した「MARVEL BOX」に続く第2弾。初配信の
作品を含め常時 4作品を計5話ずつ配信していく ○

1日 ネ レオパレス21　Android TV機能搭載の新 STB「Life SticK」を入居者向けインターネットサービス「LEONET」に追加し提供開始。
今冬サービス開始予定の｢TSUTAYA movie｣をいち早く利用することもできる ○ ○

1日 有 NTTぷらら　「ひかりTV」のVODサービスとして，7月からテレビ東京などで放送されるドラマ2作品を4K映像の見放題作品とし
て提供すると発表。HD画質での配信も行うため4K非対応テレビでも視聴可能 ○ ○

1日 広 電通　デジタルマーケティング分野に特化した株式会社電通デジタルを設立。デジタルマーケティングの機能をもち，統合ソリュー
ションの提供やプラットフォーム構築支援を行う

4日 放 フジテレビ　映像配信サービス「FOD」で7月放送開始の新ドラマを先行配信すると発表。フジテレビが地上波に先駆けて連続ド
ラマを配信するのは初めて。配信作品は岡村星氏原作の『ラブラブエイリアン』 ○

4日 ネ
放

AbemaTV　「FRESH! by AbemaTV」に有料課金機能が追加。番組配信事業者の収益化が目的。料金設定は事業者が独自で行
うことができる。8月末には広告収益システムの導入も予定 ○ ○ ○

4日 放 TBSテレビ　スマホ向けニュースアプリ「TBS News i」の提供を開始。プッシュ通知機能や緊急時のライブ配信機能，SNS連動
機能などを搭載 ○ ○

5日 ネ スマートニュース　スマホ向けニュース閲覧アプリ「SmartNews」に，J-WAVE，TBSラジオ，ニッポン放送の3チャンネルを追加。
専門チャンネルの「チャンネルプラス」で提供される。音楽や番組情報に加えて独自のコンテンツを楽しめる

6日 放
ネ

フジテレビとKKTV　台湾の動画配信事業者であるKKTVとフジテレビが提携したことを発表。8月から始まるVODサービス
「KKTV」上にフジテレビのドラマ作品の提供を開始する ○

6日 公 総務省　「放送コンテンツ海外展開総合支援事業」の募集企画の選定結果を公表。放送事業者など15 事業を選定した。本企画は
放送コンテンツ事業を用いた地方創生クールジャパン戦略の一環

7日 放 NHK　リオ五輪の8Kパブリックビューイングを東京と大阪の計 6会場で開催と発表。8K試験放送を兼ね，開・閉会式や競技を一
部生中継も含めて放送する。期間は8月6 ～ 22日（大阪は〜14日） ○

7日 放
有

NHKとNTTぷらら　リオ五輪の4Kネット配信をNHKが発表。8K映像を4Kにダウンコンバートした映像をハイブリッドキャスト
で配信する。同日，NTTぷららが「ひかりTV」でNHKの配信に対応すると発表 ○ ○ ○ ○

7日 放 NHK　第24回参院選（7月10日開票）の開票速報番組『参院選 2016開票速報』をネットで同時配信すると発表。国政選挙をインター
ネット上で同時配信するのは初めて ○

7日 放 NHK　8月1日より試験放送を開始する4K・8Kスーパーハイビジョンの放送計画を発表。衛星放送（BS）で試験放送としてリオ五
輪のパブリックビューイングなどを配信する。実用放送は2018 年開始を予定 ○

7日 放 NHK　「らじる★らじる」で配信する地域として，9月1日より広島，福岡など4地域を追加したと発表。全国8地域のローカル放送
が視聴可能になる ○

8日 ネ
放

AbemaTV　世界的な総合格闘技イベントである「UFC インターナショナル・ファイト・ウィーク」の開催期間全日にわたる生中継を
開始。期間は10日までの3日間 ○

8日 メ
放

パナソニックとNHK　パナソニックセンター東京の「Stadium of Wonders in Tokyo」でNHKが配信するリオ五輪 8Kパブリック
ビューイングを開催すると発表。240型の大画面で楽しめる。8月6日から22日まで ○ ○

9日 ネ
放

AbemaTV　関西テレビのドラマやバラエティー作品の提供を開始。ドラマチャンネルとバラエティーチャンネルの2チャンネルで『ア
ンフェア』など計 24 番組を配信予定 ○

11日 ネ
放

AbemaTV　本開局から3か月でアプリダウンロード数が500万件を突破したと発表。レギュラー番組に加え，チャンネル枠の増加，
オリジナル番組の生放送やスポーツなどの中継にも取り組む ○

11日 放 テレビ東京　池上彰氏司会の『TXN選挙SP 池上彰の参院選ライブ』を「テレビ東京ビジネスオンデマンド」で期間限定の配信開
始。配信するのは地上波で放送した同番組のダイジェスト版 ○

12日 有 WAKUWAKU JAPAN　留学生の誘致を目的とした番組『Catch Your Dream ! ─Study in Japan─』を地方局と制作し，タイなど
4か国で放送すると発表。日本で学ぶ魅力を伝える。総務省支援事業の1つ
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7
月

13日 ネ
放

AMESTAGE　ブログサービス「Ameba」にブログを開設しているタレントなどがライブ配信を行いファンと交流できる
「AMESTAGE」の提供を開始。芸能人と遊べる生放送として視聴者参加を重視した。スマホに加えパソコンにも対応 ○ ○

14日 通
放

NTTデータとテレビ朝日　インフォグラフィックスを用いた全英オープンゴルフの中継を実施。同技術はデータを視覚的に表示する
技術で，選手のプレー状況など各種データを可視化し，テレビ画面に表示する。17日まで ○

14日 ネ
放

AbemaTV　全英オープンゴルフの様子をテレビ朝日の地上波放送と併せて14 ～ 17日の4日間生中継する。特定の選手に個別に
密着するなど独自の番組編成や実況，解説を組んで提供する ○ ○

14日 ネ Amazon　「Amazonプライム・ビデオ」で『クレヨンしんちゃん』の新作オリジナル作品を独占配信すると発表。同社がオリジナル
作品としてアニメ作品を提供するのは初。8月3日から全13話を配信予定 ○

14日 ネ Perform　2016 年夏提供予定のスポーツライブストリーミングサービス「DAZN」と，世界最大の総合格闘技団体UFCが動画配信
で合意。今後 2年間，UFCの全試合やイベントなどを「DAZN」で独占配信する ○ ○

14日 BCN　2016 年上半期のデジタル家電動向について調査結果を発表。6月は4Kテレビが販売台数ベースで前年比の約2倍，テレビ
全体の販売台数の2割を占めて増加傾向にあることを示した ○

15日 放 アマネク・テレマティクスデザイン　「i-dio」上でドライバー向けの「AmaneKチャンネル」の本放送を開始。専用アプリとチューナー
を備えることで受信可能。位置情報に合わせた交通・観光情報などを提供する ○

15日 ネ エイベックスとNTTドコモ　「dTV」で8月27・28日に開催される「a-nation stadium fes. powered by dTV」を生配信すると発表。
dTVは，今後は独自の音楽ジャンル番組を拡張予定 ○ ○

16日 ネ
放

AbemaTV　海外の人気ドラマ作品を配信する専門チャンネル「海外ドラマチャンネル」を開設。『HEROES』や『FRINGE』などの
配信を予定しており，作品は順次拡張の予定 ○

18日 ネ NetflixとCBS Studios International　2017年1月に放送予定の『スタートレック』テレビ最新作を世界配信することで合意。アメリ
カでの放送後 24時間以内に188か国へ配信する。既存作品も2016 年末までに配信予定 ○

20日 ネ JリーグとPerform　JリーグとPerformが2017年から10 年間のサッカー放映権契約を締結したと発表。総額は2,100 億円。2017
年シーズンのJ1，J2，J3 各リーグ全試合を「DAZN」上で生中継する。マルチデバイスに対応予定 ○ ○

20日 放 朝日新聞　Android TVアプリ「オンデマンド高校野球」の提供を開始。2016 年夏の地方・全国大会各試合の動画や過去50 年余
りの全国大会の名シーンを抜粋した映像を対応テレビで楽しめる ○ ○

21日
放
ネ
広

TBS HDら5 社　エクストリームエンターテインメントなどのコンテンツの共同開発プロジェクトを発足したと発表。作品企画から宣
伝などを共同で行う。第1弾は「JAPAN DRONE NATIONALS」で，23日にBS-TBSで放送し，24日からはGYAOで配信する ○

21日 有 J:COM　リオ五輪をコミュニティーチャンネルの｢J:COMテレビ｣で放送すると発表。コミュニティーチャンネルでの五輪放送は日本
初。放送競技はサッカーなど6 種目で，特別番組も併せて生中継と録画配信双方で放送する

22日 有 J:COM　8月12日から「J:COMオンデマンド」でNHKオンデマンドが提供するリオ五輪の4Kコンテンツを配信すると発表。同社は
2015 年から4KコンテンツのVODサービスに取り組み，2016 年6月には独自作品も配信 ○ ○

26日 有
通

上野原ブロードバンドコミュニケーションズ（UBC）ら3 社　「ひかりTV with UBC」の提供を開始。｢ひかりTV｣のサービスや4K
映像も視聴できる。地域ケーブルテレビ局の｢ひかりTV｣連携事業としては全国2例目 ○ ○ ○

26日 放 フジ・スタートアップ・ベンチャーズ（FSV）ら3 社　FSVが報道機関向け画像解析サービス｢NewsdecK｣を提供するSpecteeに出
資したと発表。2016 年中には｢NewsdecK｣を活用した新しい映像事業を提供予定

26日 ネ KADOKAWA　YouTubeパートナーチャンネル「AniChan」を開設。アニメ作品の本編第1話や使用されていた楽曲映像を無料で
楽しめる。現状は約200 作品。今後，第2話以降の配信などを行う予定 ○

27日 通 ソフトバンク　2016 年3月からユーザー向けに提供していたスポーツ試合が見放題の「スポナビライブ」をソフトバンク以外の他社
ユーザーにも提供開始。他社ユーザーは月額3,000円，初回1か月は無料で利用可能 ○ ○

27日 メ ソニー　4K・8Kの衛星基幹放送に対応した次世代復調LSIとチューナーモジュールを業界で初めて商品化したと発表。ともに
2016 年9月からサンプル出荷する予定。今後はSTBやテレビメーカーへ販売予定 ○

28日 ネ アクトビラ　VODサービス「4Kアクトビラ」で利用可能なNHKオンデマンドで，NHKが放送するリオ五輪の8K映像を，4K画質
で提供すると発表。放送するのは開会式など8 番組。NHKの放送後に提供予定 ○ ○

28日 有 スカパー JSAT　「スカパー ! オンデマンド」で1つのチャンネルをスマホなど複数端末でリアルタイムに楽しめるIPリニアを促進する
と発表。2016 年中に現行19チャンネルを50チャンネルに拡張予定 ○ ○

28日 放 MBS　2017年 4月1日から認定放送持ち株会社に移行すると発表。商号も「MBSメディアホールディングス」に変更となる。持ち
株会社への移行は今回で8 社目

29日 ネ エイベックスとNTTドコモ　「dTV」の新サービスとして360度視界を楽しめる「dTV VR」を提供したと発表。同時に3つの独自
VR作品もリリースした。音楽ライブなどのVRコンテンツも配信予定 ○

29日 有 スカパー JSAT　「スカパー ! 4K」の6月末加入者が1万4,000 件を超えたと発表。同サービスは2015 年3月に提供開始後，4K放
送を強化。チューナー内蔵テレビからの利用者が6割と指摘 ○

29日 有 スカパー JSAT　「スカパー ! 4K体験」で10月4日からHLG方式のHDR放送を開始すると発表。当面は「4K体験」でドラマや週
に2回ほど1時間程度の番組を放送予定。他チャンネルは2017年春ごろに対応予定 ○

31日 放 日本テレビとHAROiD　日テレが HAROiDのポイントシステム「CHARiN」を活用したデータ放送を開始。対象番組放送中にdボ
タンを押し，表示されたバーコードを読み込むことでポイントを得られる ○  

8
月

1日 放 NHK　4K・8Kスーパーハイビジョンの試験放送開始。全国各地のNHK放送局でリオ五輪のパブリックビューイングが視聴可能 ○

1日 放 TBSテレビ　動画アーカイブサイト「Yeahhh！」開設。スポーツ愛好家を対象とした“アクティブな瞬間”を紹介する。第1弾は同
局が集めた動画を紹介。今後，視聴者投稿も募る予定 ○ ○

2日 メ パナソニック　スマートテレビ機能搭載の「VIERA」が KDDIの映像配信サービス「ビデオパス」に対応。「ビデオパス」をテレビ画
面で利用できる。「ビデオパス」はKDDIのスマホユーザー向けの有料VODサービス ○ ○

3日 放 民放132局　民放各局が提供している無料の五輪動画配信サービス「gorin.jp」がアプリを更新。ライブ配信や通知・検索機能が
実装。テレビでは見られない競技・試合など2,500 時間以上のライブストリーミングなどを配信予定 ○
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8
月

5日 ネ アクトビラ　放送事業者向けにハイブリッドキャストと4K放送を接続する放送連携PaaS「AMADEUS」を提供開始。事業者は4K
映像の提供，視聴者はハイブリッドキャストを介した4K番組の視聴が可能となる ○ ○ ○

5日 ネ Perform　2016 年夏開始予定のスポーツ動画配信サービス「DAZN」が，ドイツサッカーリーグ「ブンデスリーガ」の2018 年シーズ
ンまでの全試合を配信すると発表。ライブとVOD双方で配信する ○ ○

8日 ネ
放

HAROiD　テレビのIoT化推進として，ポイントサービス「CHARiN」と連動したキャンペーンを実施。データ放送を介して
HAROiDアカウントにログインした利用者にポイントを付与する。期間は9月30日まで ○

9日 ネ
放

AbemaTV　GoogleのChromecastへの対応を発表。Chromecastに接続したテレビへAbemaTVの映像を出力することが可能と
なる。今後はAndroid TV，Apple TVなど新しい端末への対応を順次行う予定 ○ ○

10日 放
通

アマネク・テレマティクスデザインと日本通信　自動車向けデジタルラジオAmanekチャンネルをIPサイマルで視聴するためのSIM 
カード「Amanek SIM」の提供を開始。利用料は通信量に合わせて複数設定 ○

10日 通 ソフトバンク　VR映像のライブ配信に特化したNextVRへの出資を発表。NextVRはVR映像を用いたイベントなどの配信を手が
ける。ソフトバンクは今後，VRコンテンツの開発と配信サービスのプラットフォーム構築を推進する予定 ○

10日 ネ LINE　「LINE LIVE」で一般利用者のライブ配信が可能なように機能を拡張し開放。LINE IDがあれば誰でも最大30 分間のラ
イブ配信が可能となる。配信中に使えるスタンプやギフト機能も実装 ○ ○

11日 有 日本ケーブルテレビ連盟　ケーブルテレビの4K専門チャンネル「ケーブル4K」で，8月11日の山の日を記念した長野県松本市の催
事を4K画質で初めて生放送。15日にも徳島県の阿波踊りを中継 ○ ○

15日 ネ
放

360Channel　全方位動画サービス「360Channel」のスマホアプリを配信開始。プッシュ通知機能や従来のブラウザ版より高画質な
動画を提供する ○

19日 GfKジャパン　2016 年上半期の家電・IT市場動向を発表。4Kテレビの販売台数は前年同期比 2.1倍の43万台。薄型テレビに占め
る4Kテレビの割合は数量ベースで18%，金額ベースで45%となった ○

19日 ネ
放

Perform　スポーツに特化した動画配信サービス「DAZN」がサービス開始。Jリーグなど各スポーツ競技をライブ配信，見逃し配
信する。料金は月額1,750円でスマホやパソコン，スマートテレビから視聴可能 ○ ○

22日 ネ niconico　ニコニコ動画パソコン版で視聴中のシーンをTwitterへ投稿できる「画像付きツイート機能」を実装。コメント付きで画
像を投稿できる ○

23日 放 テレビ東京コミュニケーションズ，GAORA，ネクストベース　スポーツ観戦と地域観光を合わせた海外向けの映像事業を開始する
と発表。第1弾は台湾からの観光客をターゲットに「テレ東プレイ」で配信。国内はCSのGAORA SPORTSで放送 ○

24日 放 アマネク・テレマティクスデザイン　「Amanekチャンネル」で，市町村単位に加え，1㎞メッシュ単位での気象警戒予測情報の放送
を日本で初めて開始。アプリとも連携し，マークの表示や警戒情報をロボット音声で読み上げる ○

25日 放 テレビ西日本とジョリーグッド　VR映像を用いた地域活用・ビジネス開発を目的とした「VR九州」を開始。九州の様子をVRコン
テンツで提供する。第1弾に福岡地域をVRコンテンツ化した映像を「GuruVR」で配信 ○

25日 ネ エイベックスとNTTドコモ　「dTV」で人気アーティストらが出演する音楽イベント「Augusta Camp 2016」の第1部を9月17日に独
占生配信すると発表 ○ ○

25日 ネ Amazon　「Amazonプライム・ビデオ」で韓国作品では初のオリジナル連続ドラマ『アイドルマスター. KR』を2017年初頭から独占
配信すると発表。韓国でのテレビ放送と同時に日本などで独占配信 ○

26日 通 KDDIと沖縄セルラー　「ビデオパス」でライブイベントを生配信するサービスを開始。第1弾は音楽イベントの「SPACE SHOWER 
SWEET LOVE SHOWER 2016」の一部。KDDI利用者以外も無料で楽しめる ○ ○

26日 通 ソフトバンク　ソフトバンクユーザーを対象に「スポナビライブ」のライブ配信・VOD配信を通信料無料で視聴できる「ライブ中継 
データ通信料無料キャンペーン」を開始。期間は11月30日まで ○ ○

26日 放 NHK　ワンセグ機能がついた携帯電話を所有した場合に受信料支払いの義務があるかを争った裁判で，さいたま地裁は支払いの
義務を否定する判断を示した。NHKは“ただちに控訴する”とのコメントを発表

30日 有 NTTぷららとドルビージャパン　「ひかりTV」でHDRと広色域に対応したドルビービジョンによる作品の配信を開始。国内の事業
者がドルビービジョン対応作品を配信するのは初めて ○ ○

31日 ネ モイ　「ツイキャス」の累計配信回数が3億回を突破したと発表。利用者数も1,600万人を超えた ○ ○

31日 広 博報堂DYデジタルら3 社　ビッグデータを活用したメディアサービス開発を開始。第1弾はテレビの接触度別にターゲティングを行
う広告配信事業。情報行動を解析することで，広告効果の増進を図る

31日 公 総務省　2017年に重点的に取り組む項目をまとめた「総務省イニシアティブ2017」を公表。4K・8Kを推進する項目に盛り込む ○

9
月

1日 ネ
放

AbemaTV　「FRESH! by AbemaTV」で事業者向け広告機能の提供を開始。バナー表示やCMの挿入などが可能になる。同サー
ビスではすでに2016 年7月に課金機能を導入。事業者の収益向上を図る ○ ○

3日 放 MBS　音楽イベント「音舞台」の撮影・収録で，8K・HDR広色域撮影と22.2chサラウンド音声収録の実験を実施 ○

5日 ネ サイバーエージェント　社内研究組織「秋葉原ラボ」が独自に開発した検索基盤を「AbemaTV」の検索機能として実装。番組タイ
トルや出演者名を入力することで，視聴したい番組が検索可能に ○ ○

7日
放
広
ネ

ABCインターナショナルら3 社　ホテルのテレビで視聴可能なVODサービスを通じて，訪日観光客向けに「Made in Japan おもて
なしチャンネル」を12月から開始すると発表。商品の販売などがねらい。第1弾はアパホテル ○ ○

7日 ネ LINE　8月10日に「LINE LIVE」のライブ配信機能を一般ユーザーに開放後，8月14〜20日の1週間で週間利用者数が620万人
を突破し，8月の月間利用者数が1,900万人を突破したと発表。基本利用は無料 ○ ○

7日 放 NHK　スマホアプリ「NHKスポーツ」をパラリンピック仕様に変更。パラリンピックで競技のライブ配信を行うのは初めて。地上波
では報じない競技の様子，ルール解説なども提供する ○ ○ ○

7日 広 朝日広告社　「IBM Watson日本語版」を利用したマーケティングの実証実験を実施したと発表。テレビCMのリアルタイムメタデー
タとCMに接触した人のSNSを分析。テレビCMとデジタル広告の最適化を図るのがねらい ○

8日 放 NHK　ルーブル美術館と共同で8K番組『ルーブル 永遠の美』を制作したと発表。番組全編を8Kで国際共同制作するのは初めて。
11月中旬からBSの8K試験放送で放送 ○
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9
月

8日 ネ サイバーエージェント　広告動画の成長が見込まれることから，渋谷区に広告動画の撮影・収録・編集スタジオ「STUDIO CRAV」
を開設。360度動画やVRなど多様な動画コンテンツの制作に対応する

8日 通 ソフトバンク　新しい定額サービスに通信料を拡張した「ギガモンスター」を発表。月額6,000円で20Gバイト，8,000円で30Gバイ
トを使用できる

9日 公
有

総務省　「有線テレビジョン放送業に係る経営力向上に関する指針案及び電気通信分野に係る経営力向上に関する指針案」を策
定。意見募集開始

9日 公 総務省　「放送を巡る諸課題に関する検討会」の「第一次取りまとめ」と意見募集結果を公表 ○ ○ ○ ○ ○

11日 ネ
放

AbemaTV　「AbemaTV」のアプリダウンロード数が開局から5か月で800万件を突破。9月5日にはアプリ内に検索機能を実装し
たと発表 ○

14日 放 HAROiDとロイヤリティマーケティング　テレビ連動型ポイントサービス「CHARiN」が「Ponta」との連携を発表。貯めたポイント
をネット以外でも使用可能となる。サービス開始は9月末予定 ○

14日 ジャストシステム　「モバイル＆ソーシャルメディア月次定点調査」の8月度を発表。10 代スマホユーザーの約4割がスマホでテレビ
を視聴した経験があり，利用率では「AbemaTV」が1位だったなどが報告された ○ ○ ○

15日 通 NTTドコモ　「dアニメストア」がAmazon Fire TVとAndroid TV搭載のテレビとプレーヤーに対応を開始。アプリを入れること
で利用できる。同サービスは月額400円の定額制アニメ配信サービス ○ ○ ○

15日 通 KDDIと沖縄セルラー　大容量データ定額サービス「スーパーデジラ」の提供を開始。月額6,000円で20Gバイト，8,000円で30G
バイト使用できる。データ繰り越しサービスとの併用も可能に

15日 公 経済産業省　「第四次産業革命に向けた横断的制度研究会」が報告書を公表。GAFA（グーグル，アマゾン，フェイスブック，アッ
プル）等のプラットフォーマーがアプリなどの市場で支配的優位を築き，競争の固定化を招くことを懸念すると記載

16日 有 スカパー JSAT　「スカパー ! 4K 総合」などでWBC世界スーパーバンタム級タイトルマッチを4K画質で生中継。ボクシングの試合
が4Kで中継されるのは日本では初めて ○

16日 広 HAROiDと電通　キャンペーン参加を促すテレビCMを見た視聴者を店舗へと誘導するO2O2O（Onair to Online to Offline）スキー
ムを共同で企画，開発したと発表。第1弾は飲料メーカーの広告 ○ ○

16日 メ アストロデザイン　1台でフルスペック8Kの記録が可能なSSDレコーダー「HR-7518-A」を10月1日に発売すると発表。2018 年から
の4K・8Kの実用放送開始を想定している。価格は970万円 ○ ○

16日 JASRAC　公正取引委員会からの排除措置命令確定を受けて審判請求をとり下げた。徴収制度の見直しなどにより，排除措置命
令の要求を実行しても影響がない状況に変わったことが要因

16日 ネ
放

Netflixとフジテレビ　Netflix初のオリジナルドラマ『ハウス・オブ・カード』のシーズン1をフジテレビで全話一挙放送すると発表。
同作はネット配信作品として初めてエミー賞を受賞した作品 ○

17日 通 ソフトバンク　ヤフオクドームで9月17〜19日に実施される対オリックス・バッファローズ戦でLTEを利用した一斉配信技術「LTE-
Broadcast」の実証実験を実施。同技術はLTEネットワークを利用したマルチキャスト配信技術 ○

20日 有 NCT，NTTぷらら，ジャパンケーブルキャスト　新潟県長岡市のケーブルテレビ事業者NCTが「ひかりTV」と連携すると発表。「ひ
かりTV」との連携事業としては3例目で，NCTに対してVODや4K作品を提供する ○ ○

20日 ネ エム・データとFULLER　テレビ放送のメタデータを提供するエム・データと，アプリ分析プラットフォームを提供するFULLERが
業務提携を発表。放送内容とアプリダウンロード数などの相関関係が分析可能に ○

20日 広 ロックオンとトライステージ　テレビCMとネットでの購買動向を横断的に分析する「TVエビス」の提供を開始。これにより，テレビ
放送枠ごとの広告・購買効果についてリアルタイムに動向を把握することが可能に

21日 公 総務省　「超高精細度テレビジョン放送に係る衛星基幹放送業務」ソフト事業の認定申請希望者向け説明会を開催 ○

21日 放 日本テレビと住友商事　マレーシア最大の放送局TV3で，日本テレビと共同制作したドラマの放送が決定したと発表。総務省の「放
送コンテンツ海外展開総合支援事業」採択事業の1つ

23日 広 電通　ネット広告業務で実際の業務内容とは異なる広告掲載やデータの報告などが行われていたと発表。契約主側からの申し立て
で発覚した。今後，年内までに実態を調査・報告する予定

23日 ネ
放

AbemaTV　「FRESH! by AbemaTV」で「在日特権を許さない市民の会」桜井誠氏の個人チャンネルを閉鎖。ネット上で桜井氏の
チャンネル開設に批判が殺到したことなどを受け本放送前に削除した ○ ○

23日 ネ ユニリーバ　「FRESH! by AbemaTV」の桜井誠氏の番組に同社の広告が挿入されたことについて，「AbemaTV」と直接の広告取
り引きはないと自社サイトで発表。動画広告ネットワークから配信された可能性があると指摘 ○ ○

23日 通 NTT　大宮アルディージャのスマートスタジアム事業として，Wi-Fiマルチキャストでダイジェスト動画の配信サービスを開始すると
発表。試合を観戦しながらスマホでゴールの瞬間などを動画で楽しめる ○

24日 放 中京テレビ　オリジナル番組などを視聴できる無料動画配信サービス「Chuun」を開始。オリジナル番組に加えて見逃し配信や東海
エリアのニュース・スポーツ情報などを楽しめる ○ ○

24日 放 名古屋テレビ放送　ハイブリッドキャストを使った4Kライブストリーミングのデモを「メ～テレ秋まつり2016」で実施。同局は2016
年3月に東海地方で初めてハイブリッドキャストを使った4K同期配信を実施済み ○ ○

24日 通 ソフトバンク　「スポナビライブ」の公式アカウントをLINEの「LINE LIVE」上に開設し，配信を開始。「スポナビライブ」で配信す
る欧州サッカーの試合の一部を無料配信する ○

26日 放
有

BIC　「i-dio」とケーブルテレビと連携した自治体向け防災情報サービスの実証実験を都内で実施。災害情報を「i-dio」とケーブルテ
レビ網で送信，「i-dio」対応端末で受信する。10月25日まで

28日 メ JEITA　2016 年 8月の民生用電子機器出荷実績を発表。4K対応テレビは台数基準で前年比の155%となり，薄型テレビ全体の約
24%を占めた。金額基準では薄型テレビ全体の約53%となった ○

29日 放 NHK　KDDI，J:COM，日本デジタル配信と共同で，複数搬送波伝送方式で4K・8Kをケーブルテレビで受信可能な小型受信機
を開発したと発表。同方式対応の復調用LSI開発により小型化が実現 ○
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